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午前１０時００分 開議

定足数に達しており○議長（馬場騎一君）

ますので、２日目の本会議を開きます。

議事に入る前に、去る７日設置されました

決算審査特別委員会、予算審査特別委員会及

び条例等審査特別委員会の３特別委員会の委

員長、副委員長の互選の結果を報告します。

決算審査特別委員会委員長舩見亮悦委員、

副委員長藤田光彦委員、予算審査特別委員会

委員長小比類巻雅彦委員、副委員長加澤明委

員、条例等審査特別委員会委員長堀光雄委

員、副委員長附田一委員とそれぞれ決しまし

た。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

日程第１ 市政に対○議長（馬場騎一君）

する一般質問を行います。

お手元に配付しております質問一覧表のと

おり進めます。

６番藤田光彦議員の登壇を願います。

おはようございま○６番（藤田光彦君）

す。民主党の藤田光彦であります。

通告に従いまして、質問に入る前に、議長

のお許しを得まして一言述べさせていただき

ます。

さきの衆議院選挙においてたくさんの国民

の支持を得まして、民主党が政権を担うこと

になりました。戦後の政治史において新たな

１ページを刻むこととなりました。

しかし、そのページの内容がよいものにな

るか、あるいは悪いものになるかは、まさに

これから４年間の間に国民の暮らしがどれだ

けよくなったか、その結果次第であります。

一党員として、その政権をただ喜ばしく見守

ることより、一国民として、この政権がどの

ようにこの国を運営していくか、しっかり見

詰めていきたいと思っております。（「期待

しているよ」と呼ぶ者あり）

では、質問に入ります。

まず、まちづくりの基本理念について御質

問いたします。

一つの集団または組織をまとめ、ある一定

の方向に導くためには、その理念や方針を簡

潔にあらわした標語やスローガンが必要とさ

れます。数例を申し上げますと、明治政府

は、日本を西欧諸国の侵略から守るために富

国強兵を掲げ、近代国家づくりに邁進しまし

た。

また、日中戦争の勝利によって獲得した遼

東半島を独・仏・露の三国干渉により返還せ

ねばならなかったとき、日露戦争を覚悟し、

国民に臥薪嘗胆を説きました。

また、第二次大戦後には、日本政府は、経

済大国の名のもとに国民を団結させ、その結

果として、日本は、４０年後には経済国とし

て世界のトップに躍り出ました。

最近の例では、アメリカのオバマ大統領

は、新しい国づくりのため、「Change」や

「We can」というスローガンを掲げ、アメ

リカの新たな方向性を米国民に示しました。

また、ここ三沢においては、米軍基地の対

応については、先代の市長より「共存共栄」

という標語の下に基地住民との友好の発展と

いう方向性が示され、現代に至っておりま

す。このように、標語やスローガンは、簡潔

で簡単にイメージ化ができ、人々の心にすん

なり入っていけるようなものでなければいけ

ません。

市長は、昨年、今後１０年間の新たなまち

づくりのため三沢市総合振興計画を策定し、

その中心となる基本理念として、「人とまち

みんなで創る 国際文化都市」というス

ローガンを掲げました。しかしながら、国際

文化都市という言葉はなかなか理解しづらい

との声が市民から聞こえてきております。確

かに、私にもよくわからないものです。

意味論から申し上げても、国際とはいろい

ろな国の集まりのことであり、それに反し

て、文化とは一定の地域や国における特有な

言語、歴史、芸術、習慣などを意味する言葉

で、この二つの言葉を一緒に使うことは語彙

矛盾を生じます。また、文化論から申し上げ
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ても、日本文化やアメリカ文化はあっても、

国際文化というものは、この地球上にはいま

だかつてないわけです。

三沢市総合振興計画は、今後１０年間のま

ちづくりの骨格をなす大事なものです。そし

て、その基本理念をあらわす標語が市民の心

にすんなり入っていけず、市民が戸惑いを感

じているならば、今後１０年間のまちづくり

は難しいものになると思います。

そこで、お伺いいたしますが、市が目指す

国際文化都市とはどのようなものか、お答え

お願いします。

次に、外国人との協働のまちづくりについ

て御質問いたします。

三沢市は、５人に１人は外国人という、全

国的に見ても大変特色ある自治体でありま

す。

三沢市総合振興計画では、目指すまちづく

りの姿の一つとして、「豊かな心と体を育む

まちづくり」がうたわれ、その手段として、

国際化の推進が提唱されております。そし

て、その国際化推進のための２本柱として、

国際交流の推進と多文化共生のまちづくりが

提言されております。

国際交流に関して言えば、毎年行われる

ジャパンデー・アメリカンデー、航空祭な

ど、県内に広く周知されたイベントのほか

に、さまざまな文化交流が市民レベルで行わ

れております。アンケート調査でも、市民

は、国際交流について極めて高い満足度を示

しております。しかし、多文化共生のまちづ

くりに関しては、総合振興計画では、市民と

在住外国人が互いの文化、習慣を理解し、地

域の中でともに暮らすことを目指しておりま

すが、なかなか実績が見えてきません。

ともに暮らすため、在住外国人のアンケー

ト調査を行い、彼らが市に対してどのような

考えを持っているか調べることが先決であ

り、彼らを理解するのに最も簡単な方法であ

ると思います。また、さまざまな会議、委員

会に外国人を参加させ、彼らの意見や要望を

市政に取り入れていくことも、彼らとともに

まちづくりをする上で大変大切なことだと思

います。

このように、私たちがやらなければならな

いことは、他の市町村にとっては大変大胆で

挑戦的なことです。市は在留外国人との協働

のまちづくりにおいてどのようにお考えか、

お伺いしたいと思います。

最後に、市内運行バスについて御質問いた

します。

この件に対する質問は、昨年の第３回定例

会でも行いましたが、私の基本的な考え方

は、大規模自治体ならさまざまな状況が考え

られますが、人口４万人規模の自治体におい

て全市民が平等に恩恵を受けられない、その

ような政策は間違っているということです。

だれひとりとして取りこぼしのないような政

策をつくることが市の義務であり、責任であ

ると思っています。このような考えから、現

在の市内運行バスのシステムは、どうも納得

いくものではないと感じております。

市は、現在、１００円バスと路線バスの二

つのバス運行を行っておりますが、１００円

バスについては、年間約４００万円を補助

し、路線バスには、昨年は２,４００万円以

上の予算を組んでおります。また、この二つ

のバス路線は、市内で並行しているところが

何カ所かあります。これらの事実が私たちに

語っていることは、もし私たちがもっと頭を

働かせたならば、全市民を対象とした効率的

で無駄のないバス運行が可能ではないかとい

うことです。

ただいま、市は、新市立病院の開設に伴

い、市内運行バスの再評価を行っていると聞

きますが、どのような視点で再評価がなされ

ているか、お伺いしたいと思います。

以上で、質問を終わります。

ただいまの６番藤田○議長（馬場騎一君）

光彦議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

おはようございま○市長（種市一正君）

す。
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ただいまの藤田議員さんの御質問のうち、

まちづくりの基本理念については私から、そ

の他については副市長等から答弁させますの

で、よろしくお願いします。

三沢市総合振興計画では、平成２０年度か

らの１０年間に目指すべき三沢の姿として、

一人一人が持つ豊かで多様な知識と経験を生

かした、市民が主体のみんなで創るまち、心

豊かで国際性に富んだ人を育て、愛着と誇り

を持って次代へ引き継ぐことのできる、いわ

ゆる持続可能なまちづくりを目指して、その

基本理念を「人とまち みんなで創る 国際

文化都市」としたところであります。

この基本理念における国際文化都市の意味

でありますが、当市は、御案内のように、従

来から米軍基地が所在するという特性を生か

し、外国人との国際交流に力を入れていると

ころでありますけれども、これらのまちづく

りにおいては、単なる国際交流にとどまら

ず、日本人と外国人が一つのまちに住む同じ

市民として、お互いの多様な価値観やあるい

は生活スタイルを尊重しながら共生している

という、文化的な融合ということも含めまし

て、国際文化都市としたものであります。御

理解を賜りたいと思います。

副市長。○議長（馬場騎一君）

市内運行バスの再○副市長（大塚和則君）

評価についての御質問にお答えをいたしま

す。

当市においては、路線バス等の利用者が

年々減少し、バスの運行維持や利用者への補

助に伴う財政負担が年々大きくなる一方で、

新三沢市立病院への公共交通のルート確保の

問題、青い森鉄道八戸－青森間開業後の三沢

駅との乗り継ぎ環境の整備の問題、さらには

中心市街地や周辺部に位置する公共施設など

へのアクセスの問題など、地域公共交通にか

かわるさまざまな問題が顕在化してきている

ところでございます。

このようなことから、現在、市では、道路

運送法並びに地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律の規定に基づき、交通事業者、

住民の代表者、関係行政機関、学識経験者な

どから構成される三沢市地域交通会議を本年

３月に設置をしまして、市民生活に必要なバ

ス等の乗り合い旅客運送の確保や、地域の実

情に応じた地域公共交通の活性化や再生のた

めの計画策定に関する協議を行っているとこ

ろでございます。

本年度は、当会議では、国土交通省からの

補助を受けまして、１００円バスを含めた全

バス路線の利用実態調査や公共交通に関する

市民へのアンケート調査などを行うことによ

り、利用者のニーズに基づいた無駄のない効

率的な公共交通体系の構築を目指して、三沢

市地域公共交通総合連携計画を本年度末まで

に策定することといたしております。

この計画の策定に当たりましては、先ほど

申し上げましたような当市が抱える地域の課

題や利用者のニーズに的確に対応した地域公

共交通の構築に向けた協議を行うとともに、

バス運行にかかわる財政負担と利用者負担の

あり方にも十分配慮しながら、効率的で利便

性の高いバス路線網の再編に向けた検討をし

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

外国人との○政策財政部長（澤口正義君）

協働のまちづくりについてお答え申し上げま

す。

当市では、現在、民間外国人と三沢米軍基

地に係る軍人・軍属、その家族を合わせて

９,０００人を超える外国人が基地内外に生

活していることから、三沢市総合振興計画に

おいては、基本理念を「人とまち みんなで

創る 国際文化都市」として、外国人との交

流を通じ、お互いの多様な価値観や生活スタ

イルを尊重し、共生し合うまちづくりを進め

ていくこととしております。

こうした中で、平成２０年３月に取りまと

めました三沢市総合振興計画の策定に係る三

沢市総合開発審議会や三沢市青少年問題協議

会、さらには三沢市歯の健康づくり推進協議

会などさまざまな委員会等に登用し、外国人
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の視点に立った御意見をいただいてきている

ところであります。

特に、英語特区まちづくり推進協議会にお

いては、米空軍・海軍両司令官を委員に迎え

たほか、複数の外国人に実際にまちを歩いて

いただいて、まちなかの英語案内表記につい

ての問題点を発表していただくなど、国際文

化都市への環境づくりを目指して、さまざま

な御意見をいただいているところでございま

す。

当市といたしましては、今後とも基本理念

の実現に向けて、必要に応じ、ただいま御提

案のございました外国人に対するアンケート

調査の実施も含めまして、各種委員会委員や

アドバイザーとして積極的に登用してまいり

たいと考えております。

私からは、以上でございます。

６番。○議長（馬場騎一君）

市内運行バスについ○６番（藤田光彦君）

て再質問させていただきます。

副市長が、いろいろな問題点あると指摘し

ましたけれども、そのいろいろな問題点があ

るということがわかっているということは、

その問題点に対するある程度の解決方法を一

応考えているということではないかと思って

おります。そういう意味で、諮問委員会がど

ういう答えを出すかわかりませんけれども、

市側としては、ある程度、次の計画について

の構想があるのではないかと思っております

けれども、どうでしょうか、そこをお伺いし

たいと思います。

それから、協働のまちづくりについて、今

説明なさいましたけれども、大変勇気を得る

ような発言でございました。こういう構想を

どんどん持って、外国人をどんどん会議、委

員会に招いて意見交換をなさる場が必要だと

思っております。それが、三沢市の特性を

もっと特化することになると思っております

ので、安心しました。

さて、その理念であります国際文化都市、

市長さんが説明したようなことを聞きます

と、あくまでも重点は文化交流に置いている

という感じがいたします。そういう意味から

申しましても、この国際文化都市というの

は、そういうイメージが全然つくれない。で

すから、いっそのこと、国際文化都市という

のを国際文化交流都市と変更なされば、三沢

のアイデンティティーがもっとしっかりする

と思っておりますが、どのようにお考えで

しょう。

市長。○議長（馬場騎一君）

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たしたいと思います。

今の、文化都市というより交流云々という

ような話だったかと思いますが、日本と外国

人の言葉の違いというもの、あるいはまた習

慣とかさまざまあるわけでありますけれど

も、そういうのを共有しながらおのおのが主

張し合って、そういう国際的なまちづくりを

しようというようなことで、それよりは、う

んと交流して云々というような話であります

けれども、その国際文化都市にするために

は、もちろん今までもやってきたし、多くの

交流をしながら、そういうのを共有していく

ということになると思いますので、私は、ま

さに交流というのを一歩踏み込んで、今度は

文化都市だと、こういうことで考えておりま

す。

以上であります。

副市長。○議長（馬場騎一君）

市内運行バスの再○副市長（大塚和則君）

質問についてお答えをいたします。

三沢市にはいろいろなバス交通路線に関す

る問題があるじゃないかと、それで、その解

決方法について、ある程度、市のほうで構想

があるのではないかと、その構想についてお

尋ねをしたいというふうな御質問だと思いま

すが、先ほど答弁申し上げたように、当市に

おきましては、１００円バスの問題、問題と

申しますか、１００円バスを今後どう運行す

るのかという課題、それから、新しく並行在

来線が青い森鉄道のほうに移行するというこ

とに対するバス路線のあり方、それから、ま

さしく新病院が来年の１１月に開業いたしま
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す、それに向けて市民の利便性、それから、

一番大きいのがやっぱりそのバスに乗ってい

るお客さんが大分減ってきているということ

が非常に大きな問題だろうというふうに思い

ます。

そこら辺も含めながら、今の協議会の中で

さまざま議論して、その中で、最も三沢市に

ふさわしいような路線のあり方というものを

今後検討されていくものというふうに考えて

おりますので、今のところ、具体の構想とい

うものは持ち合わせておりません。

以上でございます。

６番。○議長（馬場騎一君）

簡単な質問をいたし○６番（藤田光彦君）

ます。

路線バスには年間２,４００万円使われて

おります。この２,４００万円、これを路線

を一つにして１００円バスにつぎ込んで、１

００円バスを全市内に通すと、そういうふう

なことは可能でありますでしょうか。

副市長。○議長（馬場騎一君）

再々質問にお答え○副市長（大塚和則君）

いたします。

この２,４００万円につきましては、これ

は、路線によっては国のほうからも補助があ

ります。それだけで運行されるものではあり

ません。

それで、市内全域で、それをつぎ込んでそ

れができるのかどうか、それでもって市内全

域をカバーできるものかどうかについては試

算をしておりませんので、それについてはお

答えは今のところできません。

以上でございます。

以上で、６番藤田光○議長（馬場騎一君）

彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番附田一議員の登壇を願います。

９番無会派の附田一○９番（附田 一君）

でございます。通告に基づきまして、質問さ

せていただきます。

まず最初に、基地対策についてお伺い申し

上げます。

衆議院解散以来、長い長い選挙戦が終わり

ました。国民は、雇用、教育、医療、介護、

年金、農政などについて、従来の政治と制度

を脱却する必要があるとの思いから、かじを

切ることに賛成した結果かと思うところであ

ります。さらに申し上げますと、今までのや

り方では生活はよくならないの思いが、そう

させたものと理解するところであります。新

政権には、内政の充実に大いに期待するとこ

ろであります。

さて、このたびの選挙戦の前に、拓殖大学

の森本教授が、民主党の外交スタンスについ

ての非難かと思いますが、「国家と国民に

とってより重要なことは、外交、防衛、安全

保障である。国家の平和、安定が確保されな

ければ、国家・国民の繁栄と成長はあり得な

い。国民の関心があろうがなかろうが、これ

だけは歴史の真実である。安全保障政策は、

経済政策と違って大きな失敗は許されず、そ

の結果と責任は後世が負うことになる」と喝

破しております。同感、まさにと思うところ

であります。

去る８月１５日、６４回目の終戦の日を迎

えております。悲惨な戦争は二度と繰り返さ

ないの決意は極めて大切な思いであり、私も

そのように思います。

一方、戦後、日本が安寧であったのは、平

和憲法と言われる、いわゆる憲法９条が一定

の歯どめになってきたことは認めますが、何

はともあれ、日米安全保障条約という軍事同

盟で米国の抑止力に守られてきたからの何物

でもないと思うところでもあります。

北朝鮮は２度の核実験を強行し、それと前

後して短距離・中距離ミサイルを発射すると

いう示威を繰り返しております。そしてま

た、中国の軍事力の拡大や近代化が続けば、

長期的には日本を含めた周辺諸国への脅威は

確実なものと申し上げても過言ではないと思

います。

このように心配される国際情勢、東アジア

情勢ですが、８月１４日付の新聞報道におい

て、米国政府が核戦略の指針報告書の中で、
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日本など同盟国に対し条約上の義務を果たす

と、核の傘の信頼性を強調しているとありま

した。私は、米国の属国になり下がるなどの

思いは毛頭ありませんが、いたし方なく思う

ものであります。

選挙戦の前、民主党の鳩山代表は「米国に

安全保障に対し適切な間合いを求めることも

あり得る」と語っておりましたが、９月号の

雑誌ボイスに寄稿した「私の政治哲学」では

「あくまでも日米安保体制が日本外交の基軸

である」とも言っております。そして昨日、

連立政権は、日米地位協定の改定を提起する

にとどめております。いずれにいたしまして

も、さまざまな観点から、日米安全保障条約

に関しては、新政権においてもその中身に大

きくメスを入れるなどの暴挙はしないと思う

ところであります。

帝国海軍は、地政学的に三沢市に飛行場を

つくったのであります。そしてまた、米軍進

駐以来、我が三沢市は、まさに基地城下町と

して発展してきたまちであります。

歴代の市長はじめ市民間においても、騒

音、事故等の心配はあるものの、基地との共

存共栄を三沢市の生きる一方の道として国政

に協力してまいっております。代償と言えば

なんですが、基地交付金等に見てとるとお

り、その恩恵に浴してまいったことは市民だ

れしもが認めるところではないでしょうか。

核はもちろん、兵器が一つもなくなる世界

平和の構築を追求しなければならないことは

当然であります。しかし、現実をとらえれば

果てしなき道であり、今どうするかにかかっ

ているのではないでしょうか。私は、これか

らもこの地球上において混濁の世は続くもの

と思っております。したがって、四方を見渡

す三沢基地は、未来永劫とまでは言いません

が、存在するものであり、そしてまた、そう

でなければ国民の安寧は確保できなく思うも

のであります。

さて、ここ数年来の大きな基地対策問題に

関する新聞記事を見ましたところ、平成１５

年９月の米海軍上瀬谷通信施設にある米海軍

第１哨戒偵察航空団司令部の移転問題、１９

年４月の在日米軍再編による嘉手納基地から

のＦ－１５戦闘機の移転訓練問題、そして、

１９年８月の弾道ミサイル情報処理システム

ＪＴＡＧＳの受け入れ問題がありました。１

５年のそれに対しては、強い反発を示したも

のの、外務省参事官による通告おくれに対す

る陳謝で終幕しております。１９年の移転訓

練に対しては、国に協力、負担増やむなしと

苦渋の選択としております。種市市長就任間

もなくのＪＴＡＧＳ問題については、基地機

能の強化にはならずとし、歓迎はしないが、

やむを得ないとし、受け入れを決定しており

ます。

去る７月２５日から８月１日まで、三沢基

地において、米軍再編に係る三沢基地におけ

る訓練移転とし、米海兵第１２飛行隊Ｆ－１

８、７機が飛来し、戦闘訓練を実施したとこ

ろであります。基地対策特別委員会委員とし

て視察に参った折、担当者から、一基地での

訓練の軽減、そして分散の意味があると伺い

ました。在日米軍基地の７５％を狭い県土に

置かれている沖縄県は、過去において、普天

間基地を本土へ移転せよと要請した経緯があ

ります。このようなことから、いつ部隊再編

等の動きがあるものとも限らなく思うもので

あります。

一般的に、戦闘機１機に対し３０人ぐらい

の要員が必要とのことであります。１飛行隊

は２０機ということで、６００人の要員とな

ります。現在、三沢基地の軍人は３,７３０

人、家族４,５１６人、軍属２６１人、合計

８,５５７人だそうであります。軍人に対す

る家族・軍属の比率は１.３倍であります。

したがって、１飛行隊６００人の要員の場

合、７８０人の家族・軍属となり、合計１,

３８５人となります。現在の基地従業員数は

１,３０５人でありますから、先ほどの１飛

行隊について、現況から案分すると２１０人

の基地従業員が必要となるわけであります。

だから三沢になどと短絡的なことを言うの

ではないかとの声を発する方々がたくさんい
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ることは、重々承知いたしておるところでご

ざいます。しかしであります。どこぞの国と

は違いますので、右と言えば左、上と言えば

下、人それぞれの考え方があるのでありま

す。

今に始まったことではないのですが、三沢

市在住の若者、三沢に帰りたいという若者、

学生から、そしてその親御さんからの声を聞

けば、誘致企業の立地はあるものの、少人数

の採用で入れない、働くところがないの一語

であります。

ハローワーク三沢の統計を見ますと、平成

１８年、１９年の有効求人倍率は０.４５周

辺を推移しておりましたが、今年度上半期の

それは０.１８であります。県全体のそれを

も下回る見事なまでの低率でございます。職

業に貴賤なし、ミスマッチを嫌わなければ仕

事はあると言われますが、それは中央のこと

であり、有効求人倍率０.１８ではいかんと

もしがたく思うものであります。

極論ではありますが、自殺者を出さない、

せつな的事件を起こさせない、これにはさま

ざまな解決策が言われますが、雇用の場の確

保は最たる解決策と思うところであります。

したがって、この雇用問題については喫緊の

課題ではないでしょうか。この際、飛行機の

１２０機も１５０機も五十歩百歩、働くとこ

ろが欲しいの声もわからないではない。ゆえ

に、２１０人の話をしたわけであります。

そこで、もし新たな基地機能の強化等に関

する要請があった場合であります。私は、今

までのように、結果的には国の要請に応ぜざ

るを得なく思うものであります。であれば、

今までの交渉術から少し脱却し、雇用問題を

も念頭に、厳しい民生安定条件を課して臨む

べきと思うところですが、市長の見解を伺う

ものであります。

次に、特別職であります教育長の公募につ

いてお伺い申し上げます。

１２月２０日、４年に１度の教育長職の任

期満了の日がめぐってまいります。時間不足

は否めなく、前回あるいは前々回の定例会に

おいて申し上げればよかったのですが、やっ

てやれないことはないと思うところから質問

するものであります。

中身に入る前に申し上げさせてもらいま

す。

現教育長のこれまでの実績、識見、人心の

掌握等は卓越したものであり、かねがね敬服

いたしているところであります。私の言わん

とするところに賛同いただき、市長の英断が

なったならば、今日までの経験、実績をバッ

クボーンに教育委員会のさらなる飛躍を期す

るため、ぜひ続投の意欲を持ち、敢然と応募

いただきたく思うものであります。

それでは中身に入らせていただきます。

まず、私の調べ得た範囲ですので、差異の

ほどは御了承いただきたく思います。

平成１２年以降、全国において、副市長、

教育長、社会教育委員等の公募を実施してい

る自治体は１２団体であります。特に、お隣

の十和田市での公募はセンセーショナルであ

りました。そして、野辺地町においても教育

長の公募をしたと聞いております。福島県三

春町の教育長公募では、全国から５０３名も

の応募があったそうであります。教育に対す

る思いの深さ、関心の高さをうかがい知るこ

とができます。瀬戸内市長は、特別職の登用

の機会を公平にし、志を持つ人材を選びた

い、また、国立市長は、教育委員の選任過程

における透明性を確保し、市民に開かれた選

任方法にするとしております。これらの市・

町の姿勢について、私も大いに賛同するとこ

ろであります。しかし、副市長に関しまして

は、市長の女房役、懐刀としての職務であり

ますので、市長の意中の人を登用するが一番

かと思うところであります。

御承知のとおり、教育委員会は、地方自治

法第１０８条において、地方公共団体に置か

なければならないとされております。しかし

ながら、１９９０年代後半から、教育委員会

及び農業委員会は形骸化しているとし、その

必置規定について撤廃すべきと、地方分権改

革推進会議等でかまびすしく論じられてきた
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ところであります。

三沢市はそのようなことはないのですが、

首長及び市長部局との交流が少なくなったり

することから、教育行政を展開する場合や自

治体としての独自の教育改革の取り組みを推

進する場合の妨げになるが主な理由としてお

ります。これに対し、中央教育審議会では、

教育委員会は独立した行政機関として、教育

行政において政治的中立性や継続性、安定性

の確保、そして首長に権限が集中することへ

の危惧等から異論を唱えております。私は、

後者である中央教育審議会の見解に賛同する

ものであります。

新しい政権がこの問題に対しどのように対

処するかはまだわかりませんが、いずれこの

必置規定に関しては法律レベルでの変化はな

く、現行のままと予想するところでありま

す。したがってと言えばなんですが、教育委

員会においては、今以上の教育行政の展開を

期待するところ大であります。

「１年先を思う者は稲を植え、１０年先を

思う者は木を植え、１００年先を思う者は人

を育てる」、いわく孔子であります。いかに

教育が大事か、有史以来言われてきておりま

す。そしてまた、講道館柔道の創始者であり

ます東京高等師範の校長でありました嘉納治

五郎先生は、自作の教育綱領に「教育は人と

人との気合いの結合である。気迫のないとこ

ろに生きた教育はあり得ない。教育のこと、

天下に之より偉なるはなし、教育のこと、天

下に之より楽しきはなし」と記しておりま

す。そのようなことから、先生方はもちろん

でありますが、教育行政のかじ取りである教

育長の職務は極めて重要かつ偉大なものと思

うところであります。よく「はやりの半纏を

着る」とやゆされることがありますが、よい

ことは模倣すべきではないでしょうか。

巷間伝えられるところによれば、教育長職

に対する自薦、他薦が喧伝されているそうで

あります。「大隠は朝市に隠る」でありま

す。ぜひ教育長の公募制を導入すべきと思う

ところから、その見解についてお伺いするも

のであります。

以上でございます。よろしくお願いしま

す。

ただいまの９番附田○議長（馬場騎一君）

一議員の質問に対する執行部の答弁を求めま

す。

市長。

ただいまの附田議員○市長（種市一正君）

さんの御質問にお答えをいたします。

まず、今後の基地機能強化等に関する要請

があった場合の対応についてでありますが、

御承知のとおり、当市は、国防の重要性につ

いては、これまでに理解を示し、三沢基地と

ともに発展してきた歴史があるわけでありま

す。

一方、こうした歴史の中で、三沢基地の所

在、運用に伴って発生するいわば航空騒音な

どの障害に、市民が長年にわたって悩まされ

てきたという事実もあることも十分認識をい

たしておりまして、当市といたしましては、

これまでの市民の皆様の負担を軽減するため

に、国に対して、お話にもありましたが、民

生安定対策の充実を繰り返し強く求めてきた

ところであります。

もし仮に、今後、基地の態様の変化等に関

する要請があった場合、どのように対応する

かのお尋ねでありますが、仮定の中での答弁

はいかがかと思いますけれども、あえて申し

上げれば、市議会をはじめ各種団体の御意見

を踏まえることはもとより、市民に与える障

害の状況や国の民生安定対策、さらには雇用

対策を含めた経済振興など、総合的に検討

し、慎重に判断をする必要があるものと考え

ておるわけであります。

いずれにいたしましても、市民生活に負担

を与えるような基地機能強化については、こ

れまでも反対してきたし、反対であることは

変わらないのでありまして、御理解を賜りた

いと思います。

御質問の第２点目でありますが、特別職の

選任についてお答えをいたします。

近年、教育委員及び教育長候補者の選任を
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行うに当たって、候補者を公募し、論文審査

や、あるいは面談等を通じまして選考する公

募制を導入したことがある市町村は、私ども

の調査では、全国で３２団体あったことが文

部科学省の調査結果で公表されているわけで

あります。

御質問の教育長の公募についてであります

が、議員さんの御指摘のとおり、公募により

全国各地から人材を求めるのも一つの方法で

はないかと思いますが、公募制を採用するこ

とは、識見を有する有能な人材が応募し、確

保できるとは限らないのではないかと。さら

に、他においても、公募はしたものの、任命

にまでは至らなかったケースもあったとの調

査結果もありまして、公募制が教育委員会委

員の任命過程で本当にふさわしい制度である

のかどうか、今後、十分な検討・検証をする

必要があるのではないかと、そのように考え

をいたしております。

このことから、これまで同様に、市長であ

ります私が、三沢市の教育行政全般にわたっ

て識見を有し、しかも行動力、熱意を持って

取り組んでいただける方を、議会の同意をい

ただいた上で、教育委員会の委員として任命

してまいりたいと考えてございます。

なお、教育長の任命は教育委員会でありま

すので、御理解をいただきたいと思います。

十和田市の教育長公募等の言葉がありまし

たが、これは、どちらの間違いであったのか

よくわかりませんが、教育長の任命は教育委

員会であるということだけは申し上げておき

たいと思います。

以上であります。

９番。○議長（馬場騎一君）

再質問させていただ○９番（附田 一君）

きます。

今後、要請があった場合、早速どうぞでは

まずいゆえの答弁かと私は理解しておりま

す。

そこで、基地交付金の中の米軍資産に係る

税制上の影響を考慮して配分される施設等所

在市町村調整交付金についてお伺いいたしま

す。

ＪＴＡＧＳのときは、交付金の増額を要求

しているはずであります。ここ何年かの状況

は、１８年度は１７年度に比し４１１万８,

０００円、１９年度は１８年度に比し２,２

２６万６,０００円、２０年度は１９年度に

比し１,８７５万３,０００円と、それぞれ交

付金が増額、上昇しております。これは、先

ほど私が申し上げました３件の受け入れが功

を奏したものでしょうか、そこについてお伺

いいたします。

教育長の公募については、市長の意向がそ

うであれば、これ以上は申し上げませんが、

いずれそういうときが来ると思いますので、

やはりそういうスタンスはとっておいたほう

がよいかと思います。これまでのということ

ですので、議会への提案については熟慮いた

だきたく、御質問申し上げます。

「進むは他が決め、退くはみずから決す

る」と言われます。市長御自身も推され推さ

れて今日に至っているはずであります。答弁

のとおり進めるのであれば、市長のめがねに

かなった人の提案となるわけでありますが、

公募とは性格が違いますので、自薦、いわゆ

る私がやりたいという人がいたならば、進

む・退くのことをかりますが、御遠慮しても

らったほうがいいのではないかと私は思いま

す。

市井には逸材がいるはずであります。市長

御自身、目を大きく開き、耳を澄まして公論

に決するべきと私は思います。市長の見解を

伺いたい、そのように思います。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

市長。

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たします。

数字的なものについては、部長等から説明

させたいと思います。

基地交付金については３年ごとに見直しを

しているわけでありまして、そういう状況の

中で、一たん決まれば、そのパイの中での取

り合いみたいなことになるわけでありまし
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て、そういう点では、もちろん基地交付金等

については、御存じのように２種類に分かれ

ておりますので、そのことにかんがみて、こ

れは試算されるわけであります。

前にもいろいろ御質問があったように、い

わゆる固定資産分に見合うだけの云々という

話は到底、私どもいただいているわけであり

ませんが、いずれにしても、そういうこと

で、毎年毎年御要請を申し上げてきているわ

けであります。

ただ、その一部の中で、いわゆるその要素

となるべきものの中で、市民の数も重要視さ

れておりますので、結果的に人数が減ります

と、市民の数が減りますと、それに影響する

ということもあるので、そんな状況の中でも

維持をするということになれば、これは善処

されたという評価をしていいのではないかと

思っております。

見直しは来年度になる予定でありますの

で、それは注視して、強力に要請をしてまい

りたいと思っております。

それから、教育長の公募の問題について

は、先ほど申し上げたようなことで、これ以

上は申しかねるのではないかなと。いずれに

しても、そういう委員会の任命については私

のあれでございますので、結果的には、その

人が、例えば５人いれば５人のうちから教育

長が出るわけでありますので、そういう意味

では、しっかりとした、そういう参照をしな

がらやっていく手法はあるだろうと、今のと

ころ公募ということは、今後の課題でありま

すが、考えてございません。

９番。○議長（馬場騎一君）

再々質問をさせても○９番（附田 一君）

らいます。

基地対策のほうですけれども、３年に１回

見直しということで、市民の数のことも言わ

れておりますけれども、いずれ、私はこの前

の３件のそれが若干でも功は奏しているので

はないかと、そのように理解しております。

この交付金は、市民に対してそれぞれの形

で還元されている。道路をつくるとか下水と

か、いろいろな面で還元されていると思いま

す。

そこで、米海軍第１哨戒偵察航空団司令部

の移転のとき、たしか新聞報道では、１４５

名から１６０名、隊員は９０名でしたかね、

私は１６０名で計算しましたけれども、参っ

ておるのですよ。勝手な計算ですが、先ほど

の基地従業員の１,３０５人のそれで案分し

ますと、１６０名の隊員、家族が参った場合

には、私の勝手な計算で二十数名の従業員を

雇っていただけるのではないか、そういう勘

定になるわけです。

そういうことで、交付金の増額もありがた

いのでありますが、長い目で見れば、少ない

人数でも、１０人あるいは２０人でも、交渉

次第でそうなるのであれば、やはり雇用のほ

うが市の経済的波及効果もあるのではない

か、私はそう考えます。

そこで、私は、先ほどは、今後そういうの

があった場合、雇用の問題も念頭にお願いし

たいと言いましたけれども、ちょっと考えが

変わりまして、雇用の問題も前面に出して交

渉した方がいいのではないか、そう思いま

す。市長、どうでしょうか、お伺いします。

以上です。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

政策財政部長。

再々質問に○政策財政部長（澤口正義君）

お答え申し上げます。

ただいま雇用を前面に出した中で交渉すべ

きではないか、そして、できるだけ雇用につ

なげてはどうかということでございますが、

前段の答弁で市長から御答弁ございましたよ

うに、市民生活に負担を与えるようなことに

つきましては、私ども反対でございます。

しかしながら、先ほど議員さんのほうから

も一部御紹介ありましたように、これまで当

市におきましては、昭和６０年に始まりまし

たＦ－１６の配備、さらには先ほどお話しあ

りました米海軍第７艦隊哨戒偵察部隊司令が

三沢に来たこともございます。また、最近で

は、在日米軍再編に伴う訓練移転の受け入
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れ、さらにはＪＴＡＧＳの配備についてもい

ろいろな紆余曲折があったわけでございます

が、結果として、現在に至っているのが実情

であると思います。

仮にそのような要請があった場合は、当

然、先ほど市長からも御答弁申し上げました

ように、市議会や市民各界の御意見を聞いて

判断することになりますが、いずれにしまし

ても、申し上げるまでなく、今日の社会経済

情勢を考えますと、雇用というのは本当に重

要なことで、市民の働く場の確保や経済に対

する効果が大変大きいものがあると認識して

おります。そういう意味から、判断の一つの

要素になるだろうというふうに考えておりま

すが、これ以上につきましては、どうかそん

たくのほどをお願い申し上げる次第でござい

ます。

以上でございます。

以上で、９番附田一○議長（馬場騎一君）

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

○議長（馬場騎一君）

おはようございま○１２番（野坂篤司君）

す。市民クラブの野坂篤司が通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。

現代のいろいろな社会問題は、ストレスか

ら発生した心の病が大きな要因になっている

と私は感じております。そのストレスの研究

の中で、最近特に注目されている分野に脳科

学があります。いわゆる脳の研究でありま

す。

都立駒込病院脳神経外科医長をされており

ます篠浦伸禎氏はこのように述べています。

「ほかの動物よりはるかに進化した脳を持つ

人間ですが、技術を発展させる能力はあって

も、心の持ちようを進歩させる能力はどうや

らなかったように思います。技術を進歩させ

る知性も心豊かにする感性も、両方とも脳の

働きに関係するものですが、この両者が現代

にはこんなに乖離しているという現状、人間

の脳の機能という視点から見ると非常に興味

深い問題に思える」、このことを研究した方

であります。

篠浦氏の研究著書を読むと、今までわから

なかった心の動きが、脳の血流を調べること

により理解できるようになったというのであ

ります。いわゆるＣＴスキャンとかでは出て

こないということであります。そこから、人

間の脳を動物脳と人間脳に分けて考えていま

す。今まで自己保存の動物脳を代表する物欲

や金欲から来る──お金の欲です──技術力

の進歩を社会が優先させてまいりましたが、

これからの未来は、人間脳を代表する思いや

りの心、公の心、お役に立つ心、ありがとう

の心が、社会のあらゆる問題を根本から解決

する最も重要な基本になるだろうと書いてお

ります。しかも、動物脳は本能に近く、習得

しやすいのですが、人間脳は、人間学として

教育されなければ習得できないものでありま

す。だから、人間には教育が一番大切なので

あります。

こんな言葉があります。物やお金をたくさ

ん持っていても、あの世には持っていけな

い。しかし、教育や文化は、子々孫々まで伝

統という形で残すことができる。このような

考え方をもとに、三沢市の教育問題について

質問をさせていただきます。

先日、淋代小学校から１通の招待状が届き

ました。本校は、平成２２年３月末日をもっ

て、明治１７年の開校以来、いわゆる三沢小

学校の分教場として明治１７年に開校した

と、それ以来１２５年の歴史に幕をおろすこ

とになります、このように書かれていまし

た。三沢市淋代小学校閉校記念式典の案内で

あります。非常に寂しい思いがいたします。

淋代小学校閉校により、北部地区の学校が

おおぞら小学校と三沢第三中学校だけになっ

てしまいました。歴史をひもといてみます

と、明治１４年に谷地頭小学校と根井小学校

が開校し、いずれも分教場として開校されて

おりますが、明治１６年に六川目小学校が開

校、明治２５年に織笠小学校が開校し、大正

６年に天ヶ森小学校が織笠小学校冬期臨時分
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教場として開校されたと書いております。

こうして見ますと、北部地域の小学校はい

ずれも百数十年の歴史を持ち、地域文化に大

きな功績を残したことが、塩釜神楽、山中神

楽、根井神楽、この間、農業祭に行ったとき

に見ましたが、そういうものを見ても事実と

して理解できるのであります。

根井、谷地頭、六川目、織笠、各小学校は

地域の文化、教育、親睦、コミュニケーショ

ンの中心であり、地域の未来の光でありまし

た。地域に功績のある小学校が、時代の流れ

と理解いたしますが、２年前、４校の閉校・

統合で新しくおおぞら小学校として開校され

ましたことの事実は、今思いましても、地域

の方々の苦渋の決断であったことに頭が下が

る思いであります。

私は、まちづくりの原点は教育からを基本

理念に市政活動をさせていただいておりま

す。四川目地区、五川目地区、淋代地区、そ

して谷地頭、根井地域に学校がなくなり、今

手を打たなければ北部地域が三沢市から孤立

するのではないかと危惧するものでありま

す。未来に向けた北部地域の教育環境に対し

重点的に予算を配分し、力を入れることが、

三沢市の未来を明るくするものであると考え

ます。そのことについて、２点質問させてい

ただきます。

はじめに、三沢市立第三中学校の新築問題

について質問させていただきます。

第三中学校は、第２回定例会でも取り上げ

られましたが、現在の耐震基準に適合してい

ない建物とされております。昭和４５年に建

築された現在の校舎は３９年経過しており、

早急に校舎新築に取りかかるべきと思います

が、市長の考え方を伺います。

次に、三沢市立第三中学校の新築を前提

に、小中一貫教育に取り組む考えがあるかに

ついて伺います。

私も、全国的に注目を浴びている事例を、

いわゆる小中一貫教育の事例を視察させてい

ただいております。今こそ小中一貫教育に取

り組むべきであります。

先ほど行われました全国学力・学習状況調

査で実証されております秋田県の教育は、少

人数学級個別指導が効果的であることを実証

いたしました。

三沢市の最初のモデル校として、１年生か

ら４年生まで、そして５年生から中学校１年

生、中学校２年生から中学校３年生までの

４・３・２の学年制にして、中一ギャップを

解消することもできる、そのような学校が誕

生すれば、三沢市の教育環境が画期的に変化

する可能性があります。おおぞら小学校、第

三中学校の小中一貫教育について、当局の考

え方を伺いいたします。

次に、まちづくり問題の青い森鉄道につい

て質問いたします。

明治２７年４月１日、古間木駅が開業し、

次第に駅を中心とした商店会が形成されるよ

うになり、これまで農業と漁業だけであった

三沢村に商業が加わることになったと三沢市

史に記されております。以来、ことしで１１

５年の歴史を重ね、上北郡の中心駅としてそ

の機能を果たしてまいりました。

しかしながら、来年、平成２２年１２月に

予定されている東北新幹線八戸－新青森間開

業と同時に、三沢駅はＪＲ東日本旅客鉄道株

式会社から切り離され、並行在来線である東

北本線八戸－青森間を経営する青い森鉄道株

式会社の駅になります。北海道から青函連絡

船、そして上野駅とつながる表日本の大動脈

である物流の重大な役割を果たしてきまし

た、そして活躍してきました１１６年の歴史

が、今終わろうとしているのであります。そ

のことから、次の３点について質問させてい

ただきます。

一つ目として、三沢市も青い森鉄道株式会

社の株主であると思いますが、今後、三沢市

民のためにどのようなかかわり方ができるの

かを、まずもってお伺いしたいと思います。

２点目として、おいらせ十和田観光の入り

口として、新幹線七戸駅の、いわゆる十和田

七戸駅停車本数が必ずしも十分ではないと予

想されます。十和田観光電鉄を三沢駅構内で
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青い森鉄道に相互乗り入れし、ホームで乗り

かえることができるならば、双方の利用者の

利便性を図り、今ある十和田観光電鉄の駅舎

をバスターミナルにすることにより、三沢駅

周辺開発の基点にすることを考えるべきと思

います。

実際、調査してまいりましたが、十和田観

光電鉄の相互乗り入れは可能であります。古

牧温泉のその通路の中から、今は取られてい

ますが、その跡がありますので、やろうと思

えばできると思います。ぜひ十和田観光電鉄

の相互乗り入れを考えていただければ、十和

田美術館ができたということで観光電鉄のお

客さんもふえており、こうすることによって

も相乗効果が出るのではないかという考え方

であります。

３番目に、米軍引き込み線利用計画につい

て伺います。

昭和４４年８月２９日に、三沢市商工会青

年部が新町２丁目の八甲館で発会式を開催し

ました。そこで正式にスタートいたしまし

た。当時、私は創立メンバーであります。２

３歳でありました。そのときに鮮明に記憶し

ている事業が、当時から三沢市商店街の発展

に欠かせない問題として、米軍引き込み線利

用計画でした。アメリカ村をはじめ、三沢市

中心市街地活性化基本計画が策定されている

今、本格的に考えるときが来たように思いま

す。米軍だからだめだとあきらめるのではな

く、何かの方法を考えていかなければならな

いと思います。

実際、引き込み線を実地調査をしてみまし

たが、三沢駅から中央町までつながっていま

した。素人目ではありますが、少し手を加え

ると線路は十分使えるようであります。１０

年くらい前までは、お花見の時期に米軍婦人

部の方々が列車で直接弘前に乗り入れたり、

航空祭のときに、秋田駅から団体の旅行者が

米軍基地に直接乗り入れたことを記憶してお

ります。

米軍引き込み線によるアメリカ村行きの鉄

道線復活により、全国の観光客から注目され

る観光コースになれる可能性があると思いま

す。列車はそんな大きいものではなくて、今

実験中でありますが、ＪＲ北海道が開発し、

第３次試作車が完成しているデュアル・モー

ド・ビークルという列車があります。この列

車は、列車の軌道と自動車が走るための道路

双方を走れるマイクロバス程度の大きさで

す。その軌道を走らせ、また普通の道路を走

らせることによって、航空科学館までのコー

スも設定できるわけであります。全国の観光

客が三沢駅から相互乗り入れしアメリカ村に

行ける、想像するだけでもわくわくします。

今、青い森鉄道の未来に、正式に決まって

いるわけでありません、大変柔軟性のあるこ

の時期に、三沢市から三沢市独自の考え方を

発信するべきと考えますが、三沢市の取り組

みについて伺います。

最後であります。次に、新市立三沢病院問

題について質問させていただきます。

市民待望の新市立三沢病院開院が平成２２

年１１月ごろの予定を控え、ようやく建物の

全体像が見えてまいりました。約１年後の開

院が迫り、市民一人一人が自分たちの病院と

して親しみを持ち、一人でも多くの協力が大

切であると思います。

私ごとで恐縮でございますが、息子が４カ

月間入院生活をした東海大学附属伊勢原病院

では、毎月、ロビーで音楽コンサートや絵画

展を開催していただきました。ややもすれば

病のために心が弱りそうな患者や家族に、大

きな励ましになった記憶があります。

調べてみますと、十和田市立中央病院で

は、アートのある病院として、彫刻５点、絵

画１５点、写真２５点展示されています。八

戸市民病院では、院内イベントと称して、イ

ベントボランティアを募集し、演奏、合唱、

踊り、ほかにも各種団体の発表の場となって

いるようであります。大変よいことだと思い

ます。

新三沢市立病院も、お金をかける必要はな

いと思います。お金をかけることではなく

て、三沢市文化協会や各種ボランティアの団
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体に呼びかけ、団体が中心になって、三沢病

院元気はつらつ励まし隊というような自主的

なボランティア組織を形成し、市民参加の病

院づくりを目指すべきだと思います。このよ

うなことから、三沢病院として、今後、ボラ

ンティアとかそういったものをどのように計

画し実行していくのか、お伺いしたいと思い

ます。

以上で、私の質問を終わらせていただきま

す。答弁をよろしくお願いいたします。

御清聴ありがとうございました。

ただいまの１２番野○議長（馬場騎一君）

坂篤司議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの野坂議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、教育問題については私

から、その他については副市長等からお答え

をさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

まず、第三中学校の新築への考え方につい

てでありますが、市では、現在、昭和５６年

以前に建築された市内小中学校の耐震化を図

るため、耐震診断を順次実施いたしておるわ

けであります。

御質問の第三中学校の校舎も、お話にもあ

りましたが、昭和４５年、４６年に古い基準

で建てられ、いわゆる築３９年を経過してお

り、老朽化が著しいことから、平成１５年度

に耐力度の調査を行った結果、改築を要する

建物と判断されたわけであります。

私といたしましては、現在、第三中学校が

改築を要する建物と判断されたことを踏まえ

まして、また、何よりも北部地区から今まで

築き上げてきた教育の光をなくしたくないと

いう思いもあり、おおぞら小学校との小中一

貫教育も視野に入れまして、現在、計画を策

定いたしておるわけであります。

今後につきましては、生徒がまさに安全・

安心して学習し、学校生活ができるように、

関係機関とも協議しながら、北部地区町内会

の皆さん方にも御説明申し上げながら、早急

にこの問題に取り組んでまいりたいと、この

ように考えております。よろしくお願い申し

上げます。

教育長。○議長（馬場騎一君）

次に、ただいま市○教育長（横岡勝栄君）

長さんが話されました教育問題についての２

点目であります、おおぞら小学校と第三中学

校との小中一貫教育について、教育委員会と

しての考えを申し述べたいと思います。

全国的に見られる中一ギャップに伴うさま

ざまな教育課題と、おおぞら小学校と第三中

学校の教育環境の整備等の観点から、教育委

員会といたてしましても、小中一貫教育の必

要性を強く感じているところであります。

現在、三沢市内全小中学校では、各中学校

区を中心に、学力の向上と生徒指導の充実に

向けた小中連携の取り組みがなされておりま

す。しかし、数校が進学する中学校区におい

ては、各小学校が抱えている教育課題や教育

環境の違いから、一律に教育内容や指導方法

について、小中の一貫教育を推進することに

難しさを感じる部分が少なくありません。

ところが、第１点として、おおぞら小学校

の卒業生が全員、第三中学校の生徒になるこ

と、２点目として、１学年が一クラスで、一

クラスの人数が今後とも２０名程度で推移

し、適正人数であること、３点目として、地

域が学校を拠点としたさまざまな取り組みを

展開していることなど、置かれている教育的

環境がまさに小中一貫教育の取り組みに適し

ていると考えております。

今後、地域や保護者への説明をすることで

十分な御理解を得ながら準備を進めていき、

１点目として、小中学校の継ぎ目のない教育

の推進、２点目として、幅広い異学年交流を

通した思いやりの心の育成、３点目として、

９カ年という長い期間、学校にかかわること

によるＰＴＡの結束力の高まりと活動の活性

化などが大いに期待できる、現行法体系の枠

内で行う究極の小中連携教育と言える小中一

貫教育を検討し、教育のモデル地区を構築し

てまいりたいと考えております。
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以上でございます。

副市長。○議長（馬場騎一君）

議員さん御質問の○副市長（大塚和則君）

まちづくり問題の第１点及び第２点目につい

て、あわせてお答えをいたします。

東北新幹線八戸－新青森間の開業に伴い、

東日本旅客鉄道株式会社から経営分離される

並行在来線区間については、第三セクターの

青い森鉄道株式会社が旅客鉄道事業を運営す

ることになっておりますが、これによる青い

森鉄道線の全線開業後においても、鉄道事業

を取り巻く環境は依然厳しいことは予想され

ております。

こうした中、将来に向けての鉄道の運行を

維持していくためには、効率的な運営体制と

経営努力のほか、これまで以上に、議員さん

も御指摘がありましたけれども、沿線住民と

自治体とが連携して利用促進に取り組まなけ

ればならぬものと認識をいたしているところ

でございます。このようなことから、当市と

いたしましては、本年５月に、青森県及び沿

線自治体との関係機関により組織された青い

森鉄道利活用推進体制検討会に参画し、利活

用の推進体制の検討を進めているところであ

ります。

また、現在、先ほども御答弁申し上げまし

たが、三沢市では、市内全域を対象としたバ

スなどの公共交通のあり方を検討する三沢市

地域公共交通会議を設置し、公共交通の再編

計画策定に取り組んでいるところであり、そ

れぞれの交通機関の連携を図りながら、鉄道

の利用促進を進めることが、三沢駅周辺の活

性化、さらには市全体の活性化につながるも

のとして、今後とも地域の皆様や事業者とと

もに、鉄道の利用促進に努めてまいりたいと

いうふうに考えております。

次に、議員さん御提案の三沢駅周辺の活性

化などを視野に入れた十和田観光電鉄と青い

森鉄道線の相互乗り入れなどにつきまして

も、先ほど議員さんから御案内がありました

とおり、かつては十和田観光電鉄の貨物線が

旧三沢駅付近まで延びていたという経緯がご

ざいますことから、今後、利用促進策や利便

性の向上策など幅広く将来に向けて検討する

中で、必要な課題の一つとして、地域の皆様

方や両事業者及び関係機関とともに検討して

まいりたいというふうに考えております。

以上でございます。

経済部長。○議長（馬場騎一君）

まちづくりの問○経済部長（桑嶋豊士君）

題の第３点目の御質問にお答えをいたしま

す。

米軍専用線であります基地内引き込み線の

活用につきましては、これまで市議会一般質

問にも取り上げられてきたところであります

が、日米地位協定上の手続や用地費、建設費

など費用負担の問題のほかに、安全基準ある

いは地方鉄道の経営難といったことから、旅

客用線路としての活用については極めて困難

である旨の答弁をしてきたところでございま

す。

御承知のとおり、米軍専用線につきまして

は、平成１８年５月にその使用を終えたとこ

ろであり、その後の引き込み線の活用につい

ては、三沢市と三沢基地米軍との連絡協議会

における市側からの要望案件として、用地の

所有は現状を維持した上で、米軍または国に

より、基地内の景観と統一感のある整備を進

めていただくよう要望してきております。

また、米軍引き込み線の活用について、青

い森鉄道が事業主体となるよう働きかけるこ

とにつきましては、青い森鉄道の運営自体が

相当厳しいことから、新たな経営路線の延伸

は難しいものと認識をしております。

なお、議員さん御質問の線路と道路、どち

らも走行可能なデュアル・モード・ビークル

による観光客誘致の発想につきましては、

(仮称)アメリカ村への誘客を図る上でも相当

な観光インパクトとして効果があるものと思

われますことから、旅客用線路として活用で

きる環境が整った際には検討課題としてまい

りたいと、このように考えております。

病院事務局長。○議長（馬場騎一君）

新市立○三沢病院事務局長（大澤裕彦君）
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三沢病院問題についてお答えいたします。

当院は、市民から愛され、信頼される病院

を目指した運営を行ってきており、よりきめ

細かい医療サービスを提供するため、平成１

３年度から病院ボランティアを募集し、御活

躍をいただいております。

現在は、６名のボランティアの方がおり、

週４回ほど、なれていない患者さんの案内、

誘導、受け付け手続のお手伝い、車いす利用

者の乗降時の援助、体の不自由な方に対する

手助けなどの御協力をいただいております。

また、生け花の展示や絵画、写真展示などに

ついても、市民の皆様の御協力をいただき、

安らぎのある病院に心がけてきております。

平成２２年秋の開院後は、さらに、患者さ

んが少しでも快適な環境の中で安心して治療

を受けられるように、今までの活動に加え、

フラワーガーデンやミニコンサートの開催な

ど、文化面の活動についても工夫を凝らし、

ボランティアを含めた市民の皆様の御協力を

得ながら、愛され、信頼される病院を目指し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

１２番。○議長（馬場騎一君）

何点か再質問をさ○１２番（野坂篤司君）

せていただきます。

はじめに、第三中学校の、先ほど市長さん

のおっしゃったことでありますが、結論的に

は、建てるのか建てないのかということであ

ります。建てるとすれば、必然的に小中一貫

校にならざるを得ないと思いますが、非常に

期待しておりますので、建てるのか建てない

のかということを、まず再質問させていただ

きたいと思います。

それから、まちづくり問題でありますが、

青い森鉄道が必然的にできるわけですけれど

も、三沢市が株主になるはずでありますが、

その株主の中でどのぐらいの発言権を持っ

て、リーダーシップがとれるのかどうかとい

うことが第１点。

それから、利用促進において、三沢市だけ

ではなくて、いわゆる下北、上北、八戸を巻

き込んだ、十和田を含めた観光という形で考

えるべきだと思うのですが、観光という観点

から考えたときには、どのようになっていく

のかということも質問させていただきます。

それから、米軍引き込み線でありますが、

ここの管理は、現在、だれがやっているの

か。たまたま私が現地視察に行ったときに、

信号機だと思うのですが、信号機の管理とは

違うのかもしれませんが、信号機に異常が

あったときにはＪＲ盛岡指令室ということで

電話番号が書かれておりました。まだこれは

ＪＲ盛岡で管理しているのかという錯覚をし

ているのですが、いわゆる米軍引き込み線の

管理はどこがやっているのかということを質

問させていただきたいと思います。

それから、この米軍引き込み線は前からい

ろいろ出ています。私の記憶の範囲では、前

市長さんのときには、何とかあそこを米軍に

やらせるのだと、我々が騒ぐ必要はない、米

軍にやらせるという回答を得たことがありま

すけれども、私は待っていられないので、研

究チームなどをつくり、それは市だけでなく

て、研究チームをつくってやるぐらいの価値

があるのではないかと考えております。

あそこをずっと新町のほうから歩いてきま

したが、なだらかな坂になっております。三

沢駅に帰ってくるときには、ほとんど動力が

要らないだろうと思うぐらい、そのままずっ

と来ますから、逆に言うと、電気を起こせる

のではないかと思うぐらいの坂であります。

私の想定では、今、中心市街地で、三沢大

通り街の駅株式会社ができるあの辺に駅をつ

くると、非常に楽しいなというのがありま

す。ぜひ、私はそういう研究チーム、やっぱ

りこれもやろうとしてやっているのと、だめ

なのだと終わったのとでは全然違いますか

ら、いわゆる市の人も入れて、私たちといい

ますか、青年部なり入れて研究チームをつく

る考えはあるかどうか、ぜひつくっていただ

きたいという私の考え方です。ぜひ、研究

チームをつくる考えはあるかということを質

問させていただきます。
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それから、新市立三沢病院のボランティア

でありますが、今の市立病院だと、いろいろ

な絵だとか、いろいろなコンサートをやる場

がありません。今度はできます。

私が一番危惧するところは、市役所なりそ

ういうところが窓口になると、いろいろな手

続が面倒でありますが、ボランティアの受け

皿をつくると、そこが全部やってくれますか

ら、そのボランティアを、今もあると言いま

したけれども、新しい病院でありますので、

公募していただいて、それなりの団体で集

まって、市民がわかるように、ここに頼めば

できるのですよと。例えば、似顔絵展やりた

い、何の展覧会やりたい、コンサートやりた

い、ここに頼めばいいのですよと。その団体

も、できればみんなから公募していただい

て、市民にわかるようにやっていただくこと

をお願いしたいのですが、そういう考えがあ

るかどうか。

以上の再質問をさせていただきます。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

市長。

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たします。

第三中学校、建てるのか建てないのか、先

ほどは早急に取り組んでまいりたいと、こう

お答えを申し上げたわけでありますが、いわ

ば具体的にどうなのかと、こういう質問であ

ろうと思います。

私といたしましては、皆様の御理解を得ら

れるのであれば、今年の１２月の補正に基本

計画策定の予算を計上し、基本計画を策定し

ながら、２２年度では実施設計、あるいは早

ければ２３年度から工事を行いたいと。少な

くても２４年度中には完成をさせたいと、こ

ういう気持ちでおります。御賛同賜ればと思

います。

副市長。○議長（馬場騎一君）

青い森鉄道の関係○副市長（大塚和則君）

の再質問にお答えさせていただきます。

市のほうでは、株主になっているというこ

とでございますが、現在のところ青い森鉄道

に２,８４０万円の出資をいたしておりまし

て、株数としては５０４株、全体でいきます

と１％でございます。二十数億円の総数に

なっておりまして、ほとんど県のほうでござ

います。

それから、今後、下北とか十和田とか、そ

ういうのを巻き込んだ広域観光というお話が

ございましたが、当然、広域観光という面で

は、そういう面で進めていくことになります

し、発言権についても、わずか１％でありま

すが、平等に発言権を持ってやっていくもの

というふうに考えております。

以上でございます。

経済部長。○議長（馬場騎一君）

米軍の引き込み○経済部長（桑嶋豊士君）

線の管理につきまして、だれがやっているの

かというふうなことでありますが、通常は、

専用線の管理につきましては、鉄道事業法上

使用者がやるというふうなことになっており

ますけれども、廃止となりましても、現在の

管理につきましては米軍がやっているという

ふうなことであります。

それから、活用につきまして、専門的な研

究チームをつくってやるべきだというふうな

御提案でありますけれども、それにつきまし

ては、事務レベルの中でそのような話し合い

をして、検討してまいりたいというふうに

思っております。

以上であります。

病院事務局長。○議長（馬場騎一君）

新市立○三沢病院事務局長（大澤裕彦君）

三沢病院問題の再質問についてお答えいたし

ます。

現在、当病院では、ボランティア受け付け

窓口というものを設置して活動いただいてお

りますけれども、現病院ではある程度限られ

たスペースしかございません。新市立病院に

おいては、議員さん御提案のあったような、

ボランティアの方も含めて募集いたしまし

て、積極的に患者さんのための安らぎの場を

提供できるような活動を進めてまいりたいと

考えております。
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以上でございます。

１２番。○議長（馬場騎一君）

答弁漏れを確認し○１２番（野坂篤司君）

ておきますが、市長さんが建てると、今具体

的に言っていただきました。それに引き続

き、小中一貫教育は引き続きやる決意がある

のかどうかというのは答弁漏れでありますの

で、先にお答えいただきたいと思います。一

緒にやるかどうかと聞いたのですが。

今、再々質問あるの○議長（馬場騎一君）

ですか。

再々質問ありま○１２番（野坂篤司君）

す。

教育長。○議長（馬場騎一君）

今の御質問にお答○教育長（横岡勝栄君）

えいたします。

校舎を新築していただくということで、市

長さんからお話がありましたので、即刻、私

たちもそれに対応すべく、今後、一貫教育を

進めるために、内容をどう進めていったらい

いかという細かいことまでの計画を私たちは

立てて、進めようとしております。

今、副市長のほうか○議長（馬場騎一君）

ら発言の訂正があります。先に副市長、どう

ぞ。

訂正させていただ○副市長（大塚和則君）

きたいと思いますが、先ほど株数の件につい

て、私、５０４株と申しましたが、正確には

５６８株になります。訂正して、おわびさせ

ていただきます。よろしくお願いします。

１２番。○議長（馬場騎一君）

再々質問でありま○１２番（野坂篤司君）

すが、発言権は平等にあると言いましたけれ

ども、この発言権が大事なのです。ぜひ三沢

市独自の考え方を持って、先にアイデアを

持っていったほうが絶対発言権が強くなるは

ずですから、ぜひその発言権を出すようなア

イデアを持つように、決意表明をしていただ

きたいと思います。

二つ目として、先ほど私が調べてきた、Ｊ

Ｒの指令室に電話をくださいと書いているの

は、米軍が管理しているという答弁だったの

ですけれども、あれは何だったのでしょう

か。あそこの線路は全部米軍なのでしょう

か。あそこにＪＲ指令室と書いているのです

よね。その辺も、わからなければいいのです

けれども、一応確認していただいて、もしわ

かるのだったらお答えいただきたいと思いま

す。

以上です。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

副市長。

青い森鉄道に対す○副市長（大塚和則君）

る発言権のお話でございますが、これには協

議会がございまして、協議会の中で、市長が

このメンバーに入っておりまして、そういう

面でいろいろな意見が出るような形になって

おります。もちろん、市といたしましては、

そういう意味では、株主でございますので、

いろいろな立場で青い森鉄道のほうに物を申

していくというのは当然の話だと思います。

以上でございます。

経済部長。○議長（馬場騎一君）

ただいまの件に○経済部長（桑嶋豊士君）

つきましては、現場に行ってきちっと確認を

して、事実確認しながら問い合わせ等をして

いきたいというふうに思います。

以上で、１２番野坂○議長（馬場騎一君）

篤司議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時４８分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

休憩前に引き続き、○議長（馬場騎一君）

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

議長を交代しまし○副議長（山本弥一君）

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

２番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

市民クラブの瀬崎雅○２番（瀬崎雅弘君）

弘が、通告に従いまして一般質問をさせてい

ただきます。

早速でありますが、まず高齢者運転免許自
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主返納について質問させていただきます。

近年、車社会においてもドライバーの高齢

化が進んでおり、７０歳以上の高齢者の運転

免許保有者数は、平成１６年末で５０６万人

と、１０年前に比べると約２.５倍になって

おります。それにつれて、原付以上の車両を

運転中の高齢者が第一当事者となった交通事

故件数も増加し、その伸び率は、１０年前に

比べると約２.８倍になっています。

特に、運転免許保有者１万人当たりの死亡

事故件数を第一当事者の年齢層別に見ると、

高齢運転者が第一当事者となった死亡事故

は、他の年齢層に比べ多くなっております。

社会の高齢化に伴って、高齢者の自動車運転

や自転車の運転による交通事故が急増中であ

り、その原因としては、高齢から来る判断力

の低下や注意力の低下が挙げられておりま

す。

それでは、この三沢市においてどのような

現状なのか、三沢警察署及び各種安全協会等

が作成した平成２０年の交通事故の冊子によ

ると、青森県内の交通事故は、発生件数、死

者数及び負傷者数ともに、前年に比べ大幅に

減少しました。

三沢警察所管内の交通事故発生件数は、平

成２０年度に３７２件あり、うち死者は１

名、負傷者は５１８名であり、前年に比べ死

者数は減少しましたが、発生件数と負傷者数

は増加している現状にあります。

事故類型別発生状況では、車両相互が全体

の８６.７％を占め、中でも追突、出会い頭

の事故が多く発生しております。

また、全体の７８.２％に当たる２９１件

が市街地で発生しており、第一当事者の違反

として、安全運転義務違反が２３４件と、６

４％を占めている状況にあります。

年齢別においては、６５歳以上の高齢者に

よる加害事故が１１.３％で、４２件発生

し、５６名の方が負傷されています。

高齢者の交通事故発生状況として、４輪同

乗者の負傷数が増加し、特に買い物の負傷者

数が増加している状況にあります。

平成２０年１２月末における三沢市の車両

保有台数は３万６,５５５台で、免許保有者

数は、男性が１万５,２１９名、女性が１万

２,０７７名の計２万７,２９６名となってお

り、そのうち７５歳以上の運転免許保有者

は、男性８９５名、女性１７８名の計１,０

７３名の方が運転免許を保有しておられ、三

沢警察署管内も、依然として高齢者の交通事

故は後を絶たない現状にあります。

このような現状において、ことしの６月１

日に道路交通法が一部改正されました。その

内容は、７５歳以上の免許更新者等は、高齢

者講習の前に講習予備検査を受け、その検査

結果に基づいた高齢者講習を受けなければな

らない。さらに、講習予備検査の結果が、内

閣府令に定める基準に該当した人は、更新の

前一定期間もしくは更新後に、判断力や記憶

力が低下した場合に犯しやすい交通違反、例

えば信号無視、通行禁止違反、一時停止等の

違反をしたときは、専門医による臨時適性検

査を受けなければならない。そして、臨時適

性検査の結果、認知症と判断されるときや、

臨時適性検査を受けなかったときは、免許の

停止や取り消しの処分を受けることになると

改正されました。

これまで高齢者の事故増加に対する対策の

一環として、免許証の自主返納制度が平成１

０年から実施されていました。しかしなが

ら、運転免許証が身分証明書として社会一般

において広く用いられていることにより、自

主返納制度が余り利用されていませんでし

た。そのため、返納制度の促進策として、平

成１４年より運転経歴証明書が発行されまし

た。今回の改正は、高齢者の交通事故が後を

絶たない現状における、高齢者の交通事故防

止を図るさらなる対策であると思います。

このような現状において、高齢者運転免許

自主返納支援事業を実施している市がありま

す。この事業は、すべての運転免許を自主返

納された６５歳以上の方に対し、車にかわる

公共交通機関の乗車券等や運転経歴証明書を

希望される方に、取得費用を支援する事業で
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あります。

しかしながら、車社会であるため、車は手

足と同じで、生活のため運転せざるを得ない

高齢者もおられます。

また、三沢市における公共交通機関として

は、バスが主体でありますが、運行時間、便

数等制限があるため、車に頼らざるを得ない

状況にあります。実際、三沢にお住まいのあ

る方は、本当は自主返納したいという方もお

られます。しかし、この方は２人住まいで、

奥さんが病院通いしているので、車を運転せ

ざるを得ない状況にありますが、運転時間は

朝９時から昼３時までと決め、それ以外は運

転しない。また、三沢市以外に出かけるとき

は電車等を利用し、私有車は運転しないと決

めておられます。

三沢市は、一般高齢者に対する市独自の

サービスとして、高齢者鍼灸・マッサージ施

術助成事業、無料入浴券交付事業、長寿祝い

金支給事業、高齢者生き生きバス券購入費補

助等、さまざまなサービスを実施しておられ

ます。

そこで、伺います。三沢市においても、高

齢者の交通事故防止対策の一環として、他市

で実施している高齢者運転免許自主返納支援

事業を三沢市でも推進すべきと思いますが、

この事業についてどう考えるか、伺います。

次に、記念植樹について質問いたします。

平成２０年に、市民一人一人の個人の尊重

と住民自治を基調に、市民が主体となった、

にぎわいのある三沢市を目指し、基本理念を

「人とまち みんなで創る 国際文化都市」

と掲げ、三沢市総合振興計画を策定されまし

た。その中で、市長は、地域の諸問題を解決

するには、行政と市民、企業が一体となって

コミュニケーションを図りながら、ともに知

恵と力を出し合い、協働で地域の課題に取り

組む新しい仕組みが必要と述べられていま

す。

近年の環境問題は、公害などの地域型から

地球規模へと拡大し、次世代にまで影響を及

ぼす大きな問題となっています。人々を取り

巻く空気、水、緑などを良好なものとして、

豊かな生活環境を確保していくためには、市

民一人一人が主体性を持ち、環境保全に取り

組む必要があります。

幸いにも、三沢市には、洋々たる大海原と

緑豊かな美しい大地、清らかな水、澄み渡る

青空など、心安らぐ自然環境が多く、先人の

築き上げた歴史、文化遺産もあるすぐれた環

境は市民の共有の財産であります。このすば

らしい環境を将来にわたり維持し、緑に囲ま

れたまちづくりと環境の向上を図るため、道

路や公園等の公用地等の緑化を行政、市民、

企業が協働で推進し、環境保全を図る必要が

あります。

現在、三沢市は、環境美化を図るため、街

路樹の整備や花いっぱい運動等を推進されて

いますが、さらに、行政と市民、企業による

協働のまちづくりによる環境保全の一つとし

て記念植樹があると思います。

先般、ある方から、孫が生まれたので、そ

の記念として植樹したいのですが、三沢市で

は記念植樹することはできるのですかという

質問を受けました。

一般的に、記念植樹は、人生の慶事、例え

ば誕生、入学、卒業、結婚等、または集団的

慶事、成人式、同窓会等の人生の喜びを記念

植樹で生涯の思い出を残す目的で実施され、

記念植樹した木の前には表示板が設置され、

そのプレートには、植栽者の氏名、記念名、

記念日等が記入されています。そして、１０

年後、２０年後、将来にわたり、記念植樹し

た木の生育を楽しみにすることができます。

記念植樹は、郷土愛と緑化に対する住民意

識の高揚を図り、もって明るいまちづくりに

寄与することを目的に、多くの市町村で実施

されています。

そこで、伺いますが、行政と市民、企業に

よる協働のまちづくりの一環として、環境保

全を含めた記念植樹について、三沢市ではこ

のような事業を実施する考えがあるのか、伺

います。

以上であります。答弁よろしくお願いいた
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します。

ただいまの２番瀬○副議長（山本弥一君）

崎雅弘議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの瀬崎議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、高齢者の運転免許証の

自主返納については私から、その他について

は関係部長から答弁させますので、御了承願

いたいと思います。

御質問の高齢者運転免許自主返納につきま

しては、平成１０年４月から、高齢などの理

由で身体機能が低下した方や運転免許が不要

になった方々が運転免許証を自主的に返納す

る運転免許自主返納制度が導入されました。

また、高齢者が運転する場合には、車に高齢

運転者標識、いわゆるもみじマークを表示す

るとともに、平成２１年６月の改正道路交通

法施行によりまして、７５歳以上の方の免許

更新時には簡易な認知機能検査を実施しまし

て、結果によっては免許の停止や、あるいは

取り消し等の処分を受けることがあるとされ

たわけであります。

このことについても質問があったわけであ

りますが、全国的には、高齢者の運転免許自

主返納を支援するため、公安委員会が発行す

る運転経歴証明書の取得費用の支援、バスの

１年間無料利用券を配付するなど、優遇制度

を導入している自治体があることは承知して

おりますけれども、青森県内では、当市を含

めまして、このような支援事業を行っている

自治体は今のところないわけであります。

高齢者の交通事故の状況は、運転中の事故

よりも夜間歩行中の死亡事故や自転車による

事故が多いことから、市では、高齢者交通安

全教室あるいは高齢者世帯訪問、交通死亡事

故抑制街頭活動等で、事故防止の啓発を図っ

ているところであります。

運転免許証の自主返納につきましては、そ

れぞれの事情もあることであり、一概に強制

するものではないわけでありまして、このよ

うに思われることから、市では積極的に進め

てはおりませんけれども、今後は、広報みさ

わをはじめとするさまざまな機会をとらえ

て、高齢者及びその家族に対して、運転免許

証の自主返納制度について周知に努めるとと

もに、市で行っておりますいきいきバス券購

入費の補助など、現在実施している公共交通

機関利用に向けての環境づくりを引き続き進

めてまいりたい、このように考えております

ので、御理解をいただきたいと思います。

以上であります。

建設部長。○副議長（山本弥一君）

第２点目の記念○建設部長（吉田幸男君）

植樹についてお答えいたします。

協働のまちづくりの一環として、また、環

境美化の目的を持ちながら、市民の方々がそ

れぞれの人生における節目節目にそれを記念

して植樹をすることは、非常にすばらしいこ

とと思います。そして、多くの方々が成長し

た記念樹を眺めながら、今までの出来事を懐

かしみ、また、未来に思いをはせることがで

きるのではと考えております。

加えまして、近年、問題になっております

地球温暖化の防止という観点からは、植樹さ

れた樹木がその対策に一役買うこととなり、

市民の皆様の環境保全に対する意識の向上に

もつながるかと思われます。

しかしながら、また一方では、用地の選

定、整備手法、また将来にわたる維持管理方

法などさまざまな課題がございますので、こ

れらの課題を、今後、調査・検討してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

２番。○副議長（山本弥一君）

再質問させていただ○２番（瀬崎雅弘君）

きます。

まず、高齢者運転免許自主返納であります

が、今後、広報を通じて働きかけると言われ

ますけれども、自主返納でありますので強制

はないと思います。あくまでも、自主返納と

いう事業に対する実施の考えという話であり

ますので。

先ほど他市の話をしましたけれども、いろ
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いろな支援事業があると思いますけれども、

ある市では、住民基本台帳カードの交付事業

を支援しているところもあります。

ちなみに、ある市では、ことしから住民基

本台帳カードの交付手数料の免除と、夜間反

射板等の交通安全啓発物品を贈呈するという

支援を開始したところ、４月の１カ月間で、

男性２８名、女性１０名の計３８名の方が自

主返納されるという結果であります。その内

訳としましては、６５歳から７０歳までの方

が３名、７１歳から８０歳までの方が１２

名、７６歳から８０歳までの方が８名、そし

て８０歳以上が１５名という、３８名の方が

自主返納されたということであります。

ちなみに、平成２０年度、昨年度はわずか

１件。この支援事業をしたために、多くの方

がこの事業を受けて自主返納されたと。ほん

のささいなことですけれども、すばらしいこ

とと思います。

そこで、三沢市では、運転免許自主返納さ

れる方に、このような住民基本台帳カードの

交付手数料を免除する考えはあるかどうか、

質問します。

それから、記念植樹についてであります

が、今ありましたとおり、用地等の云々とあ

りましたけれども、基本的には三沢市が管理

している公園とかというところを考えており

ますけれども、今後、四川目、五川目の移転

跡地というところが、今現在、非常に環境美

化が損なっているというふうに思っておりま

す。この跡地利用として、市は(仮称)水辺公

園の整備を国に要望されているとあります

し、また、６月の定例会では、奥本さんが一

般質問された際に、跡地利用として太陽光発

電事業を実施してはどうかという質問があり

ました。

この跡地は、三沢市にとって非常に宝だと

思います。検討する際に、この用地を含めた

ところでもっての記念植樹の場所ということ

では、お考えはどうなのかということを再質

問させていただきます。お願いいたします。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

市長。

運転経歴証明書取得○市長（種市一正君）

費用を支援する考えはないのかというような

ことだろうと思います。

申し上げたように、いわゆる高齢者の交通

事故の状況というのは、さっき申し上げたと

おりでありまして、運転中の事故というのは

５件、歩行中にというのは６件、あるいは自

転車が６件というようなことで、同乗中４８

件となっているようでありますが、いずれに

しても、歩行中あるいは自転車等が多いとい

うようなこと、さっき申し上げたとおりであ

りまして、このことから、まず事故防止活動

を重点的に図ってまいりたいという考えであ

ります。

免許証を身分証明書として使用する高齢者

も多いと言われますけれども、このことにつ

いては、今後、運転免許返納者に対して、現

実に総務省なり警察署ともに、本人確認書類

として、いわゆる住民基本台帳カードを推奨

していることもあるわけでありまして、その

ようなことから、証明書のことについて無料

で交付できないかどうか、検討してまいりた

いと思っております。

以上であります。

建設部長。○副議長（山本弥一君）

記念植樹につい○建設部長（吉田幸男君）

ての再質問についてお答えいたします。

用地の検討の中に、四川目及び五川目地区

の移転跡地を選定したらいかがでしょうかと

いうような御提言でございましたが、もちろ

ん用地の選定の際には、そちらも検討してま

いりたいと思っていました。

以上でございます。

２番。○副議長（山本弥一君）

１点だけ再々質問さ○２番（瀬崎雅弘君）

せていただきます。

高齢者運転免許返納事業も記念植樹につき

ましても、そんなに財源はかからないと思い

ますけれども、検討する際は、財源とかとい

う話は余り関係ないと言えば変ですけれど

も、例えば運転経歴証明証の取得料は１,０
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００円、住民基本台帳カードは５００円と、

ほんのわずかな資金でありますので。

先ほど、市長さんは、歩行者とか云々とあ

りましたけれども、やはり自主返納すること

によって自分が当事者にならないということ

がありますので、そこをよくお考えになっ

て、財源とかそういう問題もあるかどうか、

ひとつ最後の質問になりますけれども、財源

では多分問題ないと思いますけれども、そこ

のところ、ないということでお答え願えれば

幸いです。よろしくお願いいたします。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

市長。

財源があるかないか○市長（種市一正君）

というような、財源はつくるものであります

ので、総体的な財政の中で、いろいろ財政に

対する措置というようなことでやっておりま

すので、十分その辺のことを考えながら検討

してまいりたいと思っております。

以上で、２番瀬崎○副議長（山本弥一君）

雅弘議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番太田博之議員の登壇を願います。

８番無会派の太田博○８番（太田博之君）

之でございます。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

まずはじめに、政治姿勢問題についてであ

ります。

８月３０日、投開票が行われた衆議院総選

挙において、政権交代を訴えた民主党が３０

８議席を獲得する圧倒的勝利に終わり、自民

党から民主党へ政権交代をもたらす歴史的な

転換期になりました。しかし、本県では、４

選挙区のうち、自民党が公認候補を立てた３

選挙区すべてで議席を確保いたしました。

また、今回の総選挙は、いわゆるマニフェ

スト型選挙が展開され、政権選択選挙という

位置づけの中、地域医療、農業政策、雇用対

策、国直轄事業のあり方などをめぐり、各党

の政策の違いが有権者の注目を集めました。

特に、本市におきましては、米軍問題、とり

わけ日米安全保障条約にかかわる在日米軍再

編計画、日米地位協定の見直し等、国防問題

が市民の生活に直結する身近な問題として、

投票行動に大きな影響を与えたのではないで

しょうか。

これまで、マニフェスト型選挙の推進を訴

えてきました、私の師事いたします早稲田大

学マニフェスト研究所の北川正恭所長が、先

般、東奥日報のインタビューに答える形で、

今回の選挙は前向きに８０点をつけたい。日

本憲政史上、はじめて国民の一票一票で政権

交代が実現した。これは革命だ。政権与党が

政策を誤れば交代があり得ることを証明し、

次の民主党政権も、失敗すれば当然野に下る

ことになるという状況をもたらした。各党の

マニフェストのでき・ふできを超えて、政策

中心の政権選択選挙の体裁が整ったことを評

価したいと述べられました。

また、課題として、マニフェストに、政策

をあれかこれか選択するという苦い薬が入ら

ず、あれもこれもという甘い薬ばかり入って

しまった。次は苦い薬を入れなければと指摘

をしております。

さらに、本県のように経済力の弱い地域

は、政権交代のもたらす変化そのもので衰え

ないかとの質問に対し、かといって、現状の

ままでよいという保証はない。全国的な一度

チェンジしてやってみてはという臨界点を超

えた波が政権交代をもたらした。その現実を

直視し、前向きの発想に切りかえて、新しい

生きる道や、そのために使う道具をつくらな

いといけないとの意見を示されました。

いずれにいたしましても、景気低迷にあえ

ぎ、働く場所を確保できないほどの苦境に直

面する県民の信頼を得られるような政治を進

めることは、私たち地方政府を預かる市議会

にとっても、大きな課題を背負ったと言える

ことでしょう。

民主党政権のもと、地方分権が具現化し、

地方議員のマニフェストにかかわる立法化が

加速化され、我々地方議員も個人のマニフェ

ストを市民の皆様に掲示できるようになるこ
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とでしょう。そして、そのことによって、政

治理念や政治手法の近い議員が、マニフェス

トの実現のための政策集団である会派を形成

し、各会派が切磋琢磨し議会としての政策を

練り上げ、ひいては、市民の見守る中、市執

行部との論戦を経て政策が実現していく、与

党・野党という概念ではない、そんな二元代

表制の議会に変革していく必要性を、私自身

もマニフェストを掲げて政治活動をする者と

して、改めて感じたところでございます。

そこで、お伺いをいたします。

今後は、民主党が掲げたマニフェストが実

行され、おのずと地方自治体にも大きな影響

を及ぼすことでしょう。市長は、この総選挙

の結果についてどのような御見解をお持ちで

しょうか、お伺いをいたします。

次に、消防問題について質問いたします。

まず１点目、消防団についてであります。

総務省消防庁は、去る８日、２００９年４

月１日現在の全国の消防団員数を発表いたし

ました。その内容は、前年より３,４９２人

減の８８万４,４０８人で、過去最少を更新

いたしました。また一方、女性団員は１,０

８２人増の１万７,８８１人と過去最多であ

り、団員減少の原因については、少子高齢化

に加え、勤務の都合で地域の活動に参加しに

くい会社員がふえているためと分析をしてお

ります。

本県においても、前年より団員数が５９人

減少しており、前年から少なくなった３５都

道府県に数えられております。本市において

も、平成２０年三沢市消防年報によります

と、４月１日現在で、前年より５人減の２９

９人であり、定数３２０人の、充足率９３％

にとどまっております。

私は、市民の安全・安心のため、防災・減

災力の向上を訴え、これまで地域防災の観点

から何度か質問をさせていただいております

が、かつては全国に２００万人おりました消

防団員が９０万人を割り込んだことは、何よ

り地域防災力の減少に直結するものであり、

必ず来る災害に対し対応が十分なのか、心配

している一人であります。そのことは、消防

団の位置づけを高く評価しているからにほか

ならず、消防団員の、自分たちの地域を守る

という崇高な使命感こそが、地域防災のイロ

ハのイであると確信しているところでもござ

います。

現在、多様化してきております災害に対

し、消防団の充足率１００％の確保はもちろ

ん、この後質問いたします自主防災組織の組

織率向上は、市民の生命・財産を守るという

意味において行政の最大の使命であることか

ら、私のマニフェストの重点目標の一つでも

あります。

そこで、お伺いいたします。

市民の安全・安心のまちづくりの視点か

ら、地域防災力の向上を図るために、本市の

消防団の充足率を早急に１００％にするべき

と考えますが、今後の消防団の増員について

の計画はどのようになっているのか。

また、全国において、消防団の増員は重要

施策として国もとらえ、さまざまなキャン

ペーン等が展開されておりますが、本市での

これまでの取り組みについて、あわせて、消

防団員のスキルアップについての対策につい

てお伺いいたします。

次に、消防問題の２点目、自主防災組織に

ついて質問いたします。

先月の２９日、三沢市のアイスアリーナ周

辺を主会場に、青森県総合防災訓練が実施さ

れました。当日の午前９時、青森県東方沖を

震源とするマグニチュード８.２の地震が発

生し、三沢市では震度６弱を観測、市内各地

で建物の倒壊や火災が発生したほか、電力、

水道等ライフラインに甚大な被害が生じてい

る。さらには、太平洋沿岸には最大４メート

ルの津波が来襲し、三沢漁港では釣り人が海

に流されたり、周辺住民の一部が逃げおくれ

のため孤立しているとの想定で、５２の関係

機関並びに各団体参加のもと、実戦さながら

の震災訓練が実施されました。

私も当日参加をいたしましたが、訓練の綿

密さ、関係者の整然とした行動を目の当たり
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にして、改めて三沢市、三沢市消防本部はじ

め関係者の皆様には、これまでの準備等での

御労苦に対し、心よりのねぎらいと敬意を表

したいと思います。

しかし、訓練はあくまで訓練であり、災害

はいつ何どき発生するかわかりませんし、災

害によっては、公共機関による支援、救出・

救護が期待できないことが多々あります。こ

のような状態が発生したときに、地域内の災

害時、要援護者となる高齢者、身体障害者、

介護の必要な方に救助の手を差し伸べること

ができるのは地域の皆さんです。

そこで、自主防災組織を結成し、災害発生

時の役割分担などの体制を整えるとともに、

災害時の要援護者、避難経路などの情報を共

有化することで、一人でも多くの命を守るこ

とができます。

しかし、本市においては、自主防災組織の

組織率が低いのが現状であります。三沢市地

域防災計画並びに三沢市総合振興計画にもそ

の必要性を明示しておりますが、具体的な数

値目標は示されておりません。

そこで、お伺いいたします。

自主防災組織の現状はどのようになってい

るのでしょうか。

また、組織率の数値目標を挙げ、計画的に

組織率を向上させていくべきと考えますが、

その対応について御答弁願いたいと思いま

す。

次に、教育問題、三沢市公会堂等の公共施

設の減免措置の見直しについてでございま

す。

三沢市公民館条例並びに施行規則によりま

すと、同館の使用料の減免は次のようになっ

ております。１、社会教育団体が社会教育に

関する事業を主たる目的として使用すると

き、１０割。２、教育委員会が主催する行

事・会合、１０割。教育委員会が共催する行

事・会合、５割。その他教育委員会が公益上

適当と認めた場合、３割となっております

が、実態は、受益者負担の生じる行事、いわ

ゆる有料事業については減免対象外とされて

おります。

しかし、社会情勢の変化や社会教育施設の

ニーズの多様化によって、施行規則全般が現

状にそぐわないものになってきているのでは

ないでしょうか。特に、協働のまちづくりの

観点から見て、まちおこし団体やＮＰＯ等

に、使用に関する門戸をさらに広げ、かつ有

効に使用できる内容に見直す時期に来ている

と私は考えます。

市民の活動家の皆さんは、補助金や支援金

が減少する中での事業運営は、大変な御苦労

をされていると聞いております。皆さん、市

民のため、そして三沢市のために一生懸命事

業を展開していく中で、とりわけ、事業に

よっては、参加者から幾ばくかの料金を徴収

しなければならない事業もございます。

しかし、現状では、収益を目的としない事

業でも、有料とあれば減免措置が受けられな

いのが現状であります。社会性や公益性が認

められ、三沢市民の有益性が認められた事業

には、有料事業でも減免措置がとられてしか

るべきではないでしょうか。

また、既に、指定管理者制度のもと、運用

がなされていることも考慮しなければならな

いことはあるとは思いますが、「人とまち

みんなで創る 国際文化都市」の創造のた

め、ここで、公共施設の減免措置と使用規則

について見直すことが急務だと考えますが、

当局の御見解をお伺いいたします。

次に、広報問題、広報みさわについてお伺

いいたします。

この質問の趣旨は、先ほどの教育問題と同

様、協働のまちづくりの観点から、広報みさ

わ折り込みの慣例を見直すことの必要性を問

うものでございます。

さて、現在、広報みさわでのチラシ、リー

フレット、情報紙等の折り込みが認められ、

市民の情報提供サービスに重要な位置づけを

持っております。しかし、担当課に問い合わ

せてみたところ、この折り込みには明確な規

則や要綱がなく、慣例で処理していたとのこ

とであります。現状では、市民協働のまちづ
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くりの事業であっても、市民の学習機会を告

知するリーフレットであっても、主催するＮ

ＰＯや各種まちづくり団体が明記されている

ものは折り込みできないのであります。

私は、三沢市民の一人として本当にびっく

りいたしました。担当課に理由を尋ねたとこ

ろ、規則や要綱はないので、あくまでも慣例

の範囲で行ってきた、対応ができかねるとの

ことでありました。

私とて、まちづくり団体のものであれば、

何でも折り込んでいいと言うつもりはござい

ません。例えば、企業協賛があり、企業のＰ

Ｒにつながるようなものは認めない、開催日

時の事前告知が４０日が超えるものは認めな

い、収益性のある事業は認めない、政治的・

宗教的なものは認めない、Ａ４サイズで４

ページ以上は認めないなど、ある一定の公共

性や配布する町内会の方々にも配慮した基準

を設け、要綱をはっきりさせることで、市民

サービスをさらなる充実できるものではない

かと申し上げているのであります。

これまでのことはもういいでしょう。しか

し、この機会に広報みさわの情報提供サービ

スの一環として、何より協働のまちづくりの

視点から、折り込み物の規定を明確にし、よ

りよい事業やイベントが市民の皆様に伝わる

ような開かれた広報誌になるよう、市民の皆

さんからも御意見を伺いながら進めていくべ

きではないでしょうか。市の当局の広報みさ

わに対する今後の対応について、お伺いをい

たします。

以上で、私の質問を終わります。

ただいまの８番太○副議長（山本弥一君）

田博之議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの太田議員○市長（種市一正君）

さん御質問のうち、政治姿勢問題については

私から、その他につきましては教育長以下関

係部長等からお答えをさせますので、御了承

願いたいと思います。

まず、このたびの選挙における民主党の圧

勝は、政治を変えてほしいとの有権者の声が

反映したものであると、私も認識をいたして

おります。

民主党を軸とした連立政権、きのう夕方、

何か合意したようでありますけれども、来週

中にも正式に発足する見込みであることであ

りますが、その政策の柱になるものは、この

たびの選挙で民主党が掲げた、いわゆるマニ

フェストであることは間違いないところだろ

うと理解しておりますが、私といたしまして

も、今後、段階的に実施されるところの政策

は、市民生活にも直接影響する内容もあるこ

とから、その実施時期及び手法等も含めて慎

重に見守りながら対処してまいりたい、こう

考えてございます。

また、基地を抱える三沢市としては、防衛

に関する問題など、特に関心を寄せられてい

るところでありますが、基地が所在すること

による諸問題や、市民の皆様方の安全・安心

な暮らしを妨げるような事柄につきまして

は、どの政党が政権を担おうとも、毅然とし

た態度でその対応を求めてまいりたい、この

ように考えているわけであります。

いずれにいたしましても、第一党となった

民主党におかれましては、国民の負託にこた

えるべく努力をしていただくようお願いした

いと、このように考えているところでありま

す。

以上であります。

政策財政部長。○副議長（山本弥一君）

広報問題に○政策財政部長（澤口正義君）

ついてお答えいたします。

広報誌は、行政情報や市内の出来事などを

誌面を通じて市民の皆様にお知らせするもの

でありまして、当市では、毎月月初めに、各

町内会の御協力をいただいて、各家庭に配布

をしているところであります。

また、営利の伴わない民間団体のお知らせ

のような情報につきましても、誌面の許す範

囲内におきまして、情報ネットラインへ無料

にて情報を掲載し、市民への情報提供の場と

して活用をいただいているところでありま
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す。

現状の広報誌への折り込みチラシの取り扱

いにつきましては、広報誌の役割と配布時の

負担も考慮し、市の行政に直接かかわるもの

のほか、県政情報、市議会に関するものなど

公的な情報に限って取り扱っております。

御質問の広報誌での折り込みチラシの取り

扱い範囲を広めることにつきましては、例え

ば、折り込みチラシを取り扱っている各新聞

販売店等への影響も考慮する必要があり、さ

らには、チラシの内容いかんによりまして

は、公共の広報誌にふさわしい内容であるこ

との確認にややもすると苦慮することも想定

されるところであります。また、チラシの量

がふえることによりまして、配布に御協力を

いただいております町内会の負担もふえるこ

とが予測されるところであります。

このようなことから、取り扱い範囲を広げ

ることにつきましては、町内会の負担や、先

ほど申し上げました民間新聞販売店等への影

響などなども考慮しながら、また、他市の事

例も含めまして、慎重に検討してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

教育長。○副議長（山本弥一君）

議員さん御質問の○教育長（横岡勝栄君）

教育問題についてお答えいたします。

教育委員会では、各種の公共施設を所管し

ており、三沢市公会堂については、芸術・文

化活動の地域文化振興の場にとどまらず、市

民の心と心をつなぐ交流の場や憩いの場とな

り、地域の経済と文化の発展に寄与し、広く

市民に活用されることを目的として設置され

ております。

さて、有料事業であっても、協働のまちづ

くりの観点から、事業の趣旨によっては何割

かでも減免の対象とすべきではないかとのお

尋ねでありますが、指定管理者制度の導入に

より、三沢市公会堂の設置及び管理に関する

条例の指定管理者に管理を行わせた場合の指

定料金の納入等において、指定管理者が特別

の理由があると認めたときは、教育委員会の

承認を受けて使用料金を減免することができ

るように指定しているところでございます。

また、今年度から、使用料収入のある施設

では使用料金制が導入されており、使用料は

指定管理者の収入となります。減免措置につ

きましては、指定管理者が特別の理由がある

と認める場合、すなわち公益性の高い事業に

限ることが原則となっております。

このようなことから、指定管理者に対して

減免申請の申し出があった場合には、事業の

趣旨や内容等を十分に勘案し、使用料金の減

免について対応していただくようお願いする

とともに、三沢市公会堂の設置及び管理に関

する条例の趣旨についても十分な説明を行っ

ていきたいと考えておりますので、御理解を

いただきたいと思います。

以上でございます。

消防長。○副議長（山本弥一君）

御質問の消防問題○消防長（糸井健二君）

の１点目、消防団員の増員計画についてお答

えいたします。

近年、全国的に消防団員数は急激に減少傾

向にあり、消防団員の定員に対する充足率

は、県内では平均９１％であり、当市におい

ては、定員３２０名に対し、現在２９９名

で、充足率９３％の現状であります。

消防団員の減少は、運営、活動等にさまざ

まな影響を及ぼし、地域防災のリーダーとし

ての消防団員確保について課題となっている

ところでございます。

消防団員は、昼夜を問わず、あらゆる災害

に対応する組織でありますが、近年、消防団

員の就業形態が自営業者主体から被雇用者主

体へと変遷している傾向が見られ、当市にお

きましても、全体の７割をサラリーマン団員

が占めており、就業との両立の面から新たな

団員の確保に苦慮しているところでございま

す。このことから、当市では、消防団入団促

進対策として、広報みさわ、マックテレビ及

びのぼり旗、ポスターの掲示などの募集活動

に加え、各分団による勧誘活動を行っている

ところであります。



― 38 ―

今後は、より一層わかりやすく、かつ魅力

のある広報を行い、また、市民が入団しやす

い環境の整備として、各事業所に消防団につ

いての御理解と御協力を依頼するなど、消防

団員の確保に努めてまいりたいと考えており

ます。

次に、消防団員のスキルアップですが、年

次計画に基づき、各分団における各種訓練、

ＡＥＤを含む普通救命講習による救命技術の

習得、また、青森県消防学校での教育・訓練

や防災に関する研修会への派遣など、積極的

に行っているところであります。

今後は、従来の活動に加え、安全管理の徹

底のもと、昨年度完成した消防本部の訓練施

設を有効に活用し、段階的に高度な訓練へと

ステップアップする計画であります。

いずれにいたしましても、消防団は地域に

密着した市民の安心・安全を守る地域防災の

かなめでありますことから、市民の目から見

て魅力があり、入団したくなるような消防団

を築いてまいりたいと考えております。

次に、消防問題の２点目、自主防災組織の

現状及び組織の結成推進対策についてお答え

いたします。

自主防災組織は、住民一人一人が自分の命

は自分で守る、そして、自分たちの地域は自

分たちで守るという自覚、連帯感に基づき、

災害による被害を予防し、軽減するための活

動を行う自主的な組織であります。

平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災

を契機に、自主防災組織の重要性が改めて認

識されたことから、三沢市では、平成７年９

月に、さつきケ丘町内会が最初の自主防災組

織を結成し、本年４月に、新たに大町第４町

内会、浜三沢町内会の２団体が結成され、現

在では１２団体となっております。県の集計

方法による自主防災組織は、災害活動をする

婦人防火クラブを含めることとなっており、

婦人防火クラブ５団体を加えると、当市の組

織数は１７団体となり、組織率は１７.２％

となります。

なお、県平均は、平成２０年度のデータに

よりますと、２５.６％となっております。

これまで、自主防災組織の結成について

は、町内会長会議や連合町内会総会において

自主防災組織の重要性を説明し、結成促進を

呼びかけてまいりました。さらに、問い合わ

せのあった町内に対しては、直接町内会に出

向き、結成をお願いしてきたところでもあり

ます。

今後につきましては、従来の促進活動に加

え、広報みさわ、マックテレビ、ホームペー

ジなどを活用し、防災に対する自主的な活動

の重要性を強く訴え、年に２から３団体の結

成を目標とし、平成２４年度までに県平均に

近づけ、安全・安心のため、防災体制の充実

に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

８番。○副議長（山本弥一君）

３点ほど再質問をさ○８番（太田博之君）

せていただきます。

まず、三沢市広報の件ですけれども、先ほ

どの答弁によりますと、まず、市が主体とな

る事業、例えば原燃関係のやつとか社協さん

とか、そういったもので今やっていて、それ

以外のものに関しては折り込み業者、新聞社

のですね、そういったものも考慮して、これ

までどおりやっていくのだということの答弁

だったと思うのですけれども、それでは、三

沢が、いわゆる市長の掲げる協働のまちづく

りという一つの視点から、７月に協働のまち

づくり市民提案型事業、これは各団体、１０

を超える方々が協働のまちづくりということ

で応募して、すべて採択いただいて、それぞ

れ事業を進めていると。まさに、市民と一緒

にやりましょう。そういった事業というの

は、基本的に今まで折り込んでいる事業とど

こが違うのか、まず説明してもらいたいと思

うのです。

市民がそれで納得するのか。市と市民が一

緒にやっていきましょうと公募をかけた事業

を、市が採択したわけですよ。けれども、そ

れは市の直接事業ではない、それはあくまで

もＮＰＯの事業だ、何の事業だ、そこで切り
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離していいのですかということなのですね。

折り込み料、補助金で欲しければ、計画に

乗っけていけば、その分の補助金も出します

と言われました。

ただ、いろいろな事業が縮小されていく中

で、本来であれば全誌に折り込み入れたいの

です。いい事業をみんなやっていくつもり

で、一人でも多く市民の皆様の目についてほ

しい。けれども、その折り込み代を入れてし

まうと、ほかの事業の予算を削らなければな

らない。市役所自身が事務事業の見直しで、

どんどんどんどんそういったことをやってい

く中で、折り込みを入れるお金がなければ、

この事業であれば、この協働のまちづくり事

業であれば、広報誌に入れて皆さんに告知し

ましょうというのが、市民からすると普通の

考え方なのかと。

しかし、現状では、市民から、協働のまち

づくりといって公募したその事業を採択した

にもかかわらず、それは市の事業ではない。

新聞社と折り込み業者の方々に負担をかけて

しまうので、それは入れないと。

そうすると、極論から言ってしまうと、告

知はしたいのだけれども、告知料が事業費か

ら出てこない、じゃ、やめますかという話な

のです。そこは、市の協働事業として、ある

程度の範囲の幅をきちんと狭くするか広くす

るかわからないですけれども、規定をつくっ

て、市民の提案する事業、一緒にやっていく

事業、そういったものに関しては少しずつで

も門戸を広げていくというのが私はいいので

はないかなと。

ただし、本文でも言いましたけれども、こ

れは、町内会の皆さんの協力を得なければな

らない事業なので、余り多くなってしまって

負担をかけて、それは迷惑かけることもあろ

うかと思います。ですから、そこはきちんと

相談するということなのですけれども、た

だ、私は、町内会の人たちも、こういった事

業を皆さんにお知らせする一つの機関とすれ

ば、私は協力してくれるのではないかなと

思っています。

ただ、いずれにいたしましても、先ほど

言った市の公募した協働のまちづくり事業、

採択した事業にもかかわらず、それは私たち

の事業でないので、リーフレットなり案内に

関しての刷り物に関しては受け付けないとい

うのは、私は、まさに協働のまちづくり事業

の本末転倒ではないかというふうに思ってい

ます。

改めてお伺いします。

今までの公共性のある入れている事業の折

り込み物と、今、市民まちづくり提案事業の

採択された事業、これがそれと違うという理

屈というのですか、そこはちゃんと説明して

ください。

次に、消防団のことについてですけれど

も、県平均が９１％、三沢市の場合は９３％

ということで、県平均はいっているのですけ

れども、消防団の年齢別を調べてみると、５

０歳以上が１０８人いるのです。６０歳以上

２２名。七、八年でどんどんどんどん先輩団

員たちがやめていってしまうのです。今言っ

たように、広報しています、のぼり立ててい

ます、いろいろな形でお願いしていますと言

うのですけれども、現実に今、何人を補充し

ていかないと何％に下がっていくというのは

おのずとわかるわけですね、定年制。さら

に、その中で、途中退団の方もいらっしゃい

ます。若い人も結構入っているのですけれど

も、長続きしないでやめていきます。

私は、一般質問の本文の中でも言いまし

た。目標数値がないと、やっぱり私はクリア

できないような気がするのです。この３年間

で減少する人数に対しては、ある程度の目標

数値を設定してやっていこうと。もっと言え

ば、１００％の充足率に足りた後に、この１

００％を維持するためにはどうしたらいいの

か、常にそういったことを施策として持って

おかないと、４０歳以上は２００人いるので

すよ。ここ１０年、１５年で半分近くが退団

対象になってしまう。あっと言う間に、私は

全国平均を下回ってしまうなと。

都会のほうへ行くと、８０％、７０％とい
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うのはいっぱいあります。私は、そうならな

いためにも、基地を抱えているこういったさ

まざまな多様化した災害、テロ、そういった

部分も含めて、消防団の地域での活動といっ

たものは大変重要だと思っておりますので、

ぜひとも。目標数値を持たないまま努力して

いますというのは、ちょっとここで勘弁して

もらって、その辺のところ、せめて、今総合

振興計画で入っている前期重点プランの中に

織り込んで、数値目標を掲げて、私はこの消

防団の問題というのはやっていただきたい。

あわせて、この自主防災組織、これもそう

です。三沢の組織率１７.２％、県２５.６％

と言いましたけれども、県は、４７都道府県

で下から３番目ですよ。全国平均は６０％超

えているのです。関東、東海はみんな９０％

台です。それはなぜか、危機管理がしっかり

しているからなのです。東海沖地震が来る、

いわゆる関東大震災の災害が来るということ

で、今からみんな準備しているのです。

ただ、三沢市の場合は１７.２％です。県

の平均の数字を出して、なんかそれより近い

ような感じで言っていますけれども、２５.

６％という県の平均自体が下から３番目なの

ですね。やはり私は、すべてこういったもの

も全国の平均の６０％台に持っていくため

に、先ほど言った前期の集中プランの中に入

れて、１年ずつどうやってアップしていく

か。

今回の補正予算でも淋代の防災組織に対す

る予算が２００万円ついていますけれども、

確かに防災組織を運用していくためのこう

いった費用も大変大事なのですけれども、こ

の組織率をきちんと上げていく。地域防災、

あした大きな地震が来るかわからない。そう

なったときに、まさに地域防災組織の人たち

の情報共有、連携、訓練といったものがどれ

だけの市民の命を救うことができるのか。私

は、この１７.２％という数字には到底納得

できないです。ぜひともこういう形で年々ふ

やしていきます、充足率を上げていきますと

いったものを、消防本部自体がそういう認識

を持っていただくということが、まず私は意

識改革をしていただきたいというふうに思い

ますので、その辺のところを再度御答弁をお

願いしたいというふうに思います。

以上です。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

政策財政部長。

広報誌の再○政策財政部長（澤口正義君）

質問にお答えいたします。

まず、市の予算で提案して、市民に事業と

して採択したものにかかわる広報誌の違いと

いうことにつきまして、お答えをさせていた

だきたいと思いますが、本質的なところで

は、基本的な部分で、何といいましてもこれ

までの一つの慣例もございますし、町内会に

対する了解もいただかなければならない。ま

た、そういう一つの団体にやった場合に、今

後どれくらいのものが出てくるかということ

も大変危惧されるところでございます。

それで、改めて御答弁申し上げることにな

るのですが、先ほど私はやらないという意味

での答弁を申し上げたつもりではございませ

ん。これから、ただいま太田議員さんの協働

のまちづくりに対するお考え、あり方も念頭

に入れながら、さらには、先ほど申し上げま

したように、どれくらいのニーズがあるのか

ということも含め、さらにまた業者のこと

も、現実問題、なりわいとしてやっている事

実があるわけでございます。そしてまた、こ

れも非常に大きなハードルになるわけなので

すが、町内会に対する了解というものも事前

に取りつけないと実施できないわけでござい

ますから、そういったもろもろのことを総合

的に検討して、可能であれば、議員提案のよ

うな一定の基準を設けながら実施というもの

も探ってまいりたいと、このように考えてお

りますので、御理解のほど賜りたいと存じま

す。

消防長。○副議長（山本弥一君）

消防団の組織率と○消防長（糸井健二君）

自主防災組織の組織率、アップさせてほしい

というような御質問だったと思いますけれど
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も、消防団の組織率につきましては、確かに

県平均より下がってございます。私どもとい

たしましては、なるべく早い時間に、まず全

国平均になる前に県平均を達成して、それか

ら全国平均にというような考え方を持ってお

りますので、そのように努力してまいりたい

と考えております。

それから、自主防災組織も前期プランの中

にということでございましたけれども、自主

防災組織については、過去３カ年の平均加入

団体が２団体ということで、非常に低くなっ

てございますので、これらにつきましても、

今、貴重な御意見をいただきましたので、今

後努力してまいりたいと、このように考えて

おります。

８番。○副議長（山本弥一君）

もう２点、広報です○８番（太田博之君）

けれども、ぜひ町内会の皆さんとも相談して

いただいて、いわゆるそういうニーズがある

のであれば調査をするなり、やはり新聞の折

り込みに入ってくるまちの事業と、広報みさ

わに入ってくる情報紙の刷り物と、私はやっ

ぱり市民の受け取るそういうものも違うので

はないかなと思うのです。いろいろなスー

パーとかパチンコ屋さんとかがある中に、

ぽっと市民のまちづくりみたいなのが入るよ

りは、市の配布している、町内会さんがみん

なで苦労して配布してくれるその中に入って

きて、これはやっぱり目のつき方違います

よ。やはりそういった部分で、情報提供す

る、市民サービスの一環であるその最たるも

のが広報みさわだという考え方から、今後、

この広報誌のどういうふうな有効活用がある

かというところは、ぜひ御検討いただきたい

と思います。

そういった部分をもしもする場合に、今の

話というのは、今年度中に、そういう会合な

り、そういった町内でもむ機会を設けていた

だけるのか、それとも来年度以降の話になる

のか、そういったところをもう一度御答弁い

ただきたいと思います。

あと、消防関係、消防団と自主防災組織の

話、今また新たに答弁いただきましたけれど

も、私が言っているのは、努力していただく

のもちろんです、これは市民の生命・財産を

守るためには重要な施策ですから。ただ、私

は、その努力の仕方。なぜ努力目標なり目標

値を定めて取り組んでいくという答弁ができ

ないのですか。３年間で１０％上げます、４

年間で県平均を超えるように努力します、で

きなかったらできなくたっていいじゃないで

すか。今のまま、目的数値を持たないまま、

何とか近いうちに県平均を超えたいと思いま

す、できるだけ早く全国平均に達したいと思

いますと。

これは、市民の生命・財産にかかわる事業

なのです。私は、種市市長の今掲げた総合振

興計画の中の５年間でやり遂げるという、こ

の重点プランの中に入っていないのもどうか

と思っているのです。そこは改めてそういっ

た目標を掲げて、目標数値をきちんと持った

形で努力します、来年のいついつまでには何

％という形で、精査して努力目標を掲げて、

再度努力していきたいと思いますという答弁

は、市民から聞いても、じゃ、協力しようと

いう気持ちにもなろうかと思います。

ただ、先ほど言っているように、そういう

数字を聞かれるとなかなか言っていただけな

い。私は、ぜひここで、もう一度消防長のほ

うに、近い将来、努力目標をきちんと掲げて

取り組んでいきますという答弁を期待します

が、最後、いかがでしょうか。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

政策財政部長。

再々質問に○政策財政部長（澤口正義君）

お答え申し上げます。

いつごろまでにというお尋ねだというふう

に受けとめました。これから、町内会との相

談もあります。また、いろいろな意味での

ニーズ調査、先ほど申し上げました、なりわ

いとしている方々のお考えも聞かなければな

らない。いろいろなことがあるわけでござい

まして、できますれば、平成２１年度以内に

何らかの一定の方向性を出していくように努
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力したいと、このように考えております。御

理解のほど賜りたいと思います。

消防長。○副議長（山本弥一君）

消防団員と自主防○消防長（糸井健二君）

災組織の団員の確保についてでありますけれ

ども、消防団員につきましては、１８年度か

ら見てみますと大体四、五名減っているわけ

でありますけれども、まずこの減少を食いと

める、そして、１年に大体３名程度ふやした

いという大まかな目標は持ってございます。

それから、自主防災組織につきましては、

過去２カ年の加入団体が２団体でございます

ので、１団体プラスいたしまして、１年に３

団体、平成２１年度は１団体をふやして３団

体、その次の年も３団体というような形で、

平成２４年度までには２７％という目標は

持っております。

ただし、先ほど議員さんのほうから御指摘

がございましたので、県平均以上になるよう

に努めるとともに、一日でも早く国の平均に

近づけていきたいと、このように考えており

ます。

以上でございます。

以上で、８番太田○副議長（山本弥一君）

博之議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番天間勝則議員の登壇を願います。

７番市民クラブ天間○７番（天間勝則君）

勝則、通告に基づいて質問をさせていただき

ます。

第１に、三沢市総合振興計画の検証につい

てであります。

「人とまち みんなで創る 国際文化都

市」を基本理念に掲げ、三沢市総合新計画を

基本に、このたび計画の進捗状況、また達成

率の検証を行うと聞いております。

私は、まさしくこの取り組みは一つのマニ

フェスト施策だと思うわけであります。市民

とともに、市民のために三沢市の方向性をわ

かりやすく示していくことは、市民が今以上

に三沢市の市政に興味を持ち、三沢市の政

策、また発展を考えていただけると期待する

わけであります。

このたびの国政選挙で、各党からマニフェ

ストが提出されました。国民のアンケートの

中で、８０％以上の方がマニフェストは知っ

ていると答えたようであります。また、マニ

フェストで政策を選ぶと答えた方が６５％以

上であったようであります。このように、国

政においては、マニフェストなくして政策な

しというぐらい、各党のマニフェストの影響

が大きいと思われます。

地方においても、多くの首長の方々がロー

カルマニフェストを打ち出し、検証し、まち

づくりのために成果を上げている自治体があ

ります。また、全国各地青年会議所において

も、市民運動として、ローカルマニフェスト

に対しアンケートを実施し、また、市民とと

もに検証し、ローカルマニフェストの重要性

を訴えているところであります。

このように、マニフェストは、今後の政策

には重要な方策だと考えます。４年間の選挙

公約だけではなく、このたびの取り組みのよ

うに、市民とともに、よりよいまちづくりの

ために市民の声を聞き、市民にわかりやすい

公約を示していくのも一つだと思うわけであ

ります。

しかし、公約を出しただけでは意味がない

わけであります。その後にはきちんと検証が

なされなければなりません。検証の手段もい

ろいろとあると思うわけであります。有識者

による検証、市民とともに検証する、首長自

身、検証してみる。いろいろな組織を巻き込

んで検証すると、いろいろ検証のやり方で評

価も違ってくると考えます。評価の低いとこ

ろは、次のステップで力を入れていくことも

必要だと思うわけであります。

このことを踏まえ、改めて質問させていた

だきます。

三沢市では、このたび、三沢市総合振興計

画の達成率の検証を市民とともに行うと聞い

ております。大変よいことだと思いますが、

検証の手段もいろいろな形があると思いま

す。今後の取り組みも大事なことだと考えま
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す。どのような検証をされるか、また、今後

の取り組みについてお伺いいたします。

次に、子育て支援についてであります。

国政においても子育て支援は重要政策だ

と、各党それぞれ打ち出しておりますが、特

に今回の国政の選挙により政権がかわりまし

た。その中で、子育て支援金、子供１人に対

し２万６,０００円を給付するとあります

が、このこともまだまだ問題があるようでご

ざいます。このように、国としても重要課題

の問題として取り上げているわけであります

が、国だけの支援では限界があります。

また、当市には、当市の地域に合った子育

て支援を模索し、取り組むことも一つだと思

うわけであります。

他自治体では、財政の厳しい中、医療費を

無料化、子育て支援金、ＮＰＯ、ボランティ

アによる地域共同子育て支援、企業による子

育て支援の呼びかけ等、いろいろな角度から

子育て支援を推進しております。

子育て支援は重要な政策の一つでもありま

す。また、問題は多岐にわたっていると思う

わけであります。

まずは、少子化問題であります。さまざま

なことが考えられると思いますが、出生率

は、１９７１年２.９ありましたが、２００

８年１.３７になり、これからまだ減り続け

ることが予想されると言われております。

青森県、また三沢市の人口減少にもつなが

り、高齢化社会が予想されます。当市におい

ても、子供４名以上の家庭には米６０キロ給

付、子供３名の家庭には米３０キロ給付され

ております。このことも一つのきっかけだと

思いますが、全体的に視野に入れ対策をとる

べきだと考えます。その政策が魅力的であれ

ば、定住にもつながる要素になるかもしれま

せん。

また、就職したくても子供を預ける場所が

なければ、就職もできないわけであります。

介護を必要とする家族がいれば、思うように

介護ができないわけであります。このことを

解消するには、待機児童を出さないよう施設

の充実を図らなければなりません。

教育にも格差が出ているようであります。

所得の高い家庭の子供は、成績も上位にいる

とのデータが出ているようであります。

このような問題を解決するには、高齢者の

力をかりることも一つだと考えます。高齢者

の方も、いろいろな経験をお持ちの方もたく

さんおられると思うわけであります。子育

て、保育経験、また、興味のある方には簡易

保育施設を提供し保育をしていただく。ま

た、教育経験のある方には、生徒の時間外の

教育指導をしていただく。施設は、各学校の

あいている部屋を有効利用として使うなど、

さまざま考えられるわけであります。このよ

うに、子供と高齢者が触れ合うことによっ

て、将来の三沢市に貢献できる。また、高齢

者を支えていく仕組みができるのではないか

と期待します。

それでは、質問させていただきます。

このように、子育て支援が大きく取り上げ

られております。子育て支援にかかわる問題

として、少子化、就職、介護、定住、教育、

人口の減少等、多岐にわたり影響があると思

われます。国の子育て支援はもちろんであり

ますが、各市町村においても趣向を凝らして

子育て支援を行っております。当市において

も、子育て支援に対し、手厚く趣向を凝らし

て取り組むべきだと考えますが、当局のお考

えをお伺いいたします。

以上で、質問を終わります。よろしくお願

いいたします。

ただいまの７番天○副議長（山本弥一君）

間勝則議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの天間議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、総合振興計画検証につ

いては私から、その他については関係部長に

答弁させますので、御了承願いたいと思いま

す。

市では、三沢市総合振興計画に掲げた目標

の達成状況等を評価し、計画の実行性を確保
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するために、いわゆる事務事業評価、施策評

価、政策評価から成る新しい行政評価システ

ムを今年度から順次実施することといたして

おります。

このうち事務事業評価については、個々の

事務事業の実施状況や、あるいは成果の達成

状況を点検し、継続的な改善を加えるために

今年度から毎年実施するものであり、市職員

による内部評価に加えて、市民公募委員や学

識経験者等から構成される三沢市行政改革推

進委員会による外部評価を行うことといたし

ているわけであります。

事務事業評価の結果につきましては、本年

度新たに設置いたしました、市長、副市長、

各部局長から成る行政経営会議を通じまし

て、次年度以降の当初予算編成や、あるいは

各部局による予算要求、あるいは組織人員等

の見直しに反映させてまいりたい、こう考え

てございます。

また、事務事業評価に加えまして、来年度

からは、三沢市総合振興計画前期基本計画に

掲げました関係指標等をもとに、施策目標の

達成状況や、あるいは施策を構成する事務事

業の有効性などを評価するための施策評価を

実施することにいたしております。

さらに、前期基本計画の最終年度でありま

す平成２４年度は、事務事業評価及び施策評

価の結果に加えまして、アンケート調査によ

る市民の満足度、あるいはその他の社会経済

指標等に基づく課題の分析を行いながら、市

民の視点からこの施策の妥当性、あるいは政

策展開の方向性を評価するための、いわゆる

政策評価を実施することにいたしているわけ

であります。

この政策評価の実施に当たりましては、市

内各団体・企業の代表者、市民の公募委員な

どから構成されます三沢市総合計画審議会に

よる前期基本計画の総合的な検証を行うこと

により、後期基本計画の策定に反映させてま

いりたい、このように考えておりますので、

御理解をいただきたいと思います。

以上であります。

健康福祉部長。○副議長（山本弥一君）

議員さん○健康福祉部長（米田光一郎君）

御質問の子育て支援についてお答えいたしま

す。

核家族化の進行、地域が子育てする力の希

薄化により、かつて家族や隣近所が担ってき

た子育て機能が低下しつつあります。このた

め、行政と地域社会がそれぞれの役割の中で

知恵を出し合い、子育てをサポートする環境

づくりが必要であると考えております。

現在、当市で推し進めている子育て支援と

いたしましては、まずはじめに、多様な保育

需要にこたえるという観点から、各保育所に

おいて延長保育事業、一時預かり事業、障害

児保育事業等を実施しており、保育料につき

ましては、県内１０市の中でも安いほうに位

置づけられております。

次に、在宅児童も含めた子育て支援としま

して、地域子育て支援センター事業、ファミ

リーサポートセンター事業を実施しておりま

す。

さらに、就学児童に対する支援といたしま

して、放課後児童健全育成事業を八つの児童

館で実施しており、他市と比較いたしまして

も高い整備水準にあります。

また、そのほかに、市民の間におきまして

は、乳幼児を持つ親が集まり、子育てについ

て情報交換、絵本の読み聞かせなど、自主的

な企画に基づき多彩な活動を行っている民間

主体の子育てサークル等の団体が１３団体あ

り、週１回から月２回ほどの活動を行ってお

ります。

このように、通年にわたる子育て支援のほ

かに、今年度、子供が多くいる家庭を支援す

るため、三沢市わんぱく家族米支給事業とし

て、１８歳以下の子供が４人いる世帯に、地

元産米６０キロを支給いたしております。さ

らに、１１月をめどに、新たに子供が３人い

る世帯への支給も実施する準備を進めている

ところでございます。

また、１０月１日には、新事業として、子

育て中の孤独感や不安感を解消するため、子
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育て親子の交流を図る場として、子育てサロ

ンを開設することとしております。

このように、子育て支援につきましては、

現状でも三沢市ならではの特色ある事業を実

施するなど、県内においても充実したものと

なっているものと認識しております。

さて、御質問の三沢市の特徴ある子育て支

援策の取り組みにつきましては、以上を述べ

ました子育て支援策のさらなる充実を図ると

ともに、平成１７年３月に策定いたしました

三沢市次世代育成支援行動計画の後期計画の

中に、今年度、市民アンケートなどを実施し

た上で、市民ニーズを反映させるべく検討し

てまいりたいと考えております。

以上であります。

７番。○副議長（山本弥一君）

それでは、再質問さ○７番（天間勝則君）

せていただきます。

検証が行われるというふうなことで、先ほ

ども市長のほうから言われました、やはり市

民の満足度というものは最終的な評価になろ

うかと思いますが、その間に、来年からいろ

いろな評価手法を設けるというふうなことが

ございますけれども、やはり仲間内で検証し

てしまうと甘い評価になってしまうのではな

いかと。結果をあけたら、市民から「いや、

満足度というのは、そんなに満足しない」と

いうような結果にならないかなという心配が

ありますけれども、そのようなことはどうな

のか。きちっとやるのだというふうなことで

あればよろしいのですが、そういうふうにな

らないようにしていただきたいと思いますけ

れども、その辺をちょっとお聞きしたいとい

うふうなことでございます。

それともう一つは、子育て支援のほうであ

りますけれども、先ほど、私も高齢者のお話

をさせていただきましたけれども、やはり高

齢者のいろいろとそういう経験がある方が保

育なり教育なりに携わると、ある意味では、

高齢者の雇用というふうな部分にも、生きが

いというような部分にもつながってくるので

はないかなと思っておりますけれども、その

辺の考え方を伺います。

２点について。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

政策財政部長。

天間議員さ○政策財政部長（澤口正義君）

んの再質問にお答えいたします。

評価の関係でございますが、仲間内でのな

れ合いといいますか、そういうことの御懸念

があるようでございます。

前段で市長から御答弁申し上げましたよう

に、まず事務的な段階での事務事業評価、そ

してその次には施策評価、そしてさらに政策

評価という順番を踏みながらやっていくわけ

でございますが、そして、最終的には市民に

対するアンケート調査も実施しまして、さら

にその上で外部の審議会に対しましてこの評

価もいただくというシステムで、これから進

めていくことになりますので、どうぞ御理解

のほどをいただきたいと思います。

健康福祉部長。○副議長（山本弥一君）

天間議員○健康福祉部長（米田光一郎君）

さんの児童と高齢者との交流の件でございま

すが、現在、老人クラブ連合会のほうが積極

的にこれに取り組んでおりまして、児童館や

保育園、学校等に出向いて交流をしていると

いうお話を頻繁に聞いております。それとま

た逆に、保育園とか幼稚園が老人ホームに出

向いて、いろいろと楽器の演奏をするとかと

いう事業等も行っております。

このように高齢者と児童との交流が結構盛

んになってきている現状にありますので、市

のほうとしても、これを支えるように見守っ

てまいりたいと考えております。

以上であります。

７番。○副議長（山本弥一君）

検証のほうは、そん○７番（天間勝則君）

なことはないと、きちっとやるのだというよ

うなことで、期待しております。よろしくお

願いしたいと思います。

最後に、三沢市の子育てというのは、いろ

いろなことが多岐にわたってかぶるわけであ

りますけれども、やはり医療費の無料化とか
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給食費の無料化とか、そういうものは今後検

討課題にはならないのかお伺いしたいのです

が、お願いいたします。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

健康福祉部長。

今、御質○健康福祉部長（米田光一郎君）

問のございました医療費の無料化、さらに給

食費の無料化、これらにつきましては、４万

の人口規模だと多大な財政負担が予想されま

す。そこで、今後、総合的な福祉の観点か

ら、検討材料の一つに入れてみたいと考えて

おります。

以上で、７番天間○副議長（山本弥一君）

勝則議員の質問を終わります。

─────────────────

本日は、これを○副議長（山本弥一君）

もって散会します。

なお、明日も引き続き一般質問を行いま

す。

午後 ２時４０分 散会


